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Ⅰ　職員の任免及び職員数の状況

１．採用者等

(１)新規採用の状況

< 競争試験 > < 選　　考 >

1

警 察 官 武 道
（ 柔 道 ）

警 察 官 武 道
（ 剣 道 ）

小 計

上・中・初級　計

保 健 師 3

管 理 栄 養 士 3

警
察
官

医
療
Ⅲ

医
療
Ⅱ

医
療
Ⅰ

　
初
　
級

2

1

航 空 整 備 士 1

看 護 師
（ 経 験 者 ）

11

教 育 事 務

警 察 事 務

教 諭 （ 中 ）

教 諭 （ 高 ）

教 諭 （ 特 ）

養 護 教 諭

実 習 助 手

埋 蔵 文 化 財

4

小 計

医 療 Ⅰ ・ Ⅱ ・ Ⅲ 計 10

看 護 師 22

1

無 線 技 術 士 1

中
　
級

小 計

小 計

教 育 事 務

上
　
級

2

水 産
（社会人経験者）

2

1

5

総 合 土 木 4

電 気 2

小 計

職業訓練指導員

畜 産
（先行実施枠）

1

警 察 事 務

化 学

総 合 土 木
（社会人経験者）

3

電 気

警 察 事 務

司 書

水 産

林 業 1

行 政
（先行実施枠）

1

農 業
（社会人経験者）

3

畜 産
（社会人経験者）

2

行 政
（ 特 別 枠 ）

18

4

221

建 築

心 理

診療放射線技師 3

1

総 合 土 木
（ 特 別 枠 ）

9

総 合 土 木 8

獣 医 師 4

畜 産

林 業

4

教 諭 （ 小 ）

農 業

3

27

172

薬 剤 師 3

医 師 3

技 能 労 務 職

14

そ
の
他
選
考

　職員の採用は、原則として人事委員会が行う競争試験によることとし、その職の特殊性や公募の困難性等
から競争試験になじまないものについてのみ選考により行うこととしています。
　令和５年度の新規採用者数の内訳は以下のとおりです。

試 験 区 分 採用者数 試 験 区 分 採用者数 試 験 区 分 採用者数

(単位：人)

行 政 2行 政 77 行 政 14 障
害
者

特
別
選
考

8

教 育 事 務 2

1

2

5

6

行 政
（一般・社会人経験者）

16

機 械

行 政
（ICT・社会人経験者）

1

理 学 療 法 士 1

小 計 4

児童自立支援
専 門 員

1

小 計 0

2

6

採用者数 計 807

192

警 察 官 Ａ

2

助 産 師

小 計 73 選考　計 503

小 計 498

2 競 争 試 験 計 304

総 合 土 木

1

警 察 官 Ｂ 46

2

3

言 語 聴 覚 士

病 院 薬 剤 師

27

臨床工学技士 3

医療ソーシャ
ルワーカー

2

保 健 師 4

栄 養 教 諭 5

海 事 職 2

4

3

125

53

44

21

4
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(２)再任用の状況

【各任命権者合計】 (単位：人)

短時間勤務

(注)括弧書きは、令和５年度に新たに再任用された者の数を、内数として再掲しています。

２．退職者等

(１)退職の状況

【各任命権者合計】 (単位：人)

(２)再就職の状況

消 防 職

　県職員として培った知識・経験を活用するとともに、年金支給開始年齢の段階的な引き上げに対応するた
め、退職後も引き続き県の組織内で雇用されることを希望する職員を再雇用する再任用制度を実施していま
す。
　令和５年度における再任用者数の内訳は以下のとおりです。

896 (268)

　令和５年度の退職者数の内訳は以下のとおりです。

27 (7)

計

15 時 間 30 分 以 上
19時間22分30秒未満

19時間22分30秒以上
23 時 間 15 分 未 満

23 時 間 15 分 以 上
27時間7分30秒未満

27時間7分30秒以上
29時間3分45秒未満

29時間3分45秒以上
31 時 間 以 下

常時勤務

140

2

3

9

一 般 行 政 職

海 事 職

研 究 職

医 療 職

(2)

27 (7)

2

24

676

40

(43)

(1)

(1)

(1)

(7)

(200)

(15)

5

医 療 職

研 究 職

海 事 職

一 般 行 政 職

　令和５年度中に県を課長級以上の職で退職した職員の再就職状況については、
県庁ホームページ　https://www.pref.oita.jp/soshiki/11200/taishokukanri.html　に掲載しています。

企 業 職

技 能 労 務 職

教 育 職

警 察 職

計

計

5 47

105 487

警 察 職

教 育 職

技 能 労 務 職

企 業 職

2

2 28 213

6

30 141 12

2

6

1

1 9

1

10

53

再 任 用
後 の 離
職 者 ＿

1

死 亡
退 職

13

68 236 24 1 4

4

1 47 3

3

計

10 123 775

定 年
退 職

勧 奨
退 職

早期退職
募集制度
退 職

普 通
退 職

在職期間の
通算を伴う
退職等＿＿

分 限
免 職

1 3 55

39 1 4

6 89

懲 戒
免 職

失 職

428

27 (7)

32 (9)

5 (2)

5 (2)

145 (45)

2

3 (1)

9 (1)

2 (1)

24 (7)

703 (207)

40 (15)

928 (277)
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３．職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由
(単位：人)

（注）１　職員数は一般職に属する職員数であり、不測の退職等による欠員を含む。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　　　３　数値は令和５年は５月１５日、令和６年は４月１日現在のものである。

（２）年齢別職員構成の状況（令和６年４月１日現在）

　

（注）職員数は総務省定員管理調査の結果（実員ベース）によるもので、上記（１）の数字と異なる。

1,326 1,372

人 人

大 学

小　計

～
874

～

24歳

11

110

人人

1,833 1,743

31歳 39歳

1,502

27歳 35歳

28歳

～ ～

特
別
行
政
部
門

公
営
企
業
等

会
計
部
門

職員数
72

小　計

合　　計

935

23歳

20歳

～

20歳

区　分

人

電 気 ・ 工 業用 水道

人

病 院

未満

小　計

警 察

教 育

748

16

36歳

　　[      18,071］ 　　[      18,158］

土 木 建 築 部

会 計 管 理 局

764

3,882

64

行 政 委 員 会

2,437 2,439

77

△ 1

令和５年

929

　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

総 務 部

一
般
行
政
部
門 805

65

3,861

644

215

企 画 振 興 部

福 祉 保 健 部

生 活 環 境 部

285

637

226

167

商工観光労働部

農 林 水 産 部

812

人

44歳

～

対前年
増減数

16,961

284

676 676

78

令和６年

職　　　員　　　数

942

161

△ 5712,242

16

12,185

△ 59

858

16,941

9,794

6

7

△ 11

55歳

人

51歳

1,627

11

9,735

　 　[　     　　87］

～

110

1,880

47歳

48歳

～

17,755

人 人

2,054

59歳

32歳

～

2,168 1,243

人 人

21

40歳

児童生徒数の減少による教職員数の減　等

警察法施行令の一部改正に伴う、警察官の１年限りの増員

56歳

△ 20

60歳52歳

計

以上

人

2

43歳

～

13

0

1

主　な　増　減　理　由

医師をはじめとする医療技術者の増員

人事上の過員配置に伴う職員数の増　等

災害に強い県土づくりに向けた体制強化に伴う増員　等

過員解消に伴う職員数の減

学事・私学振興課の新設に伴う職員数の増　等

交通政策強化、新長期総合計画策定対応に伴う増員　等

児童相談所体制強化に伴う増員　等

私学振興・青少年課の廃止に伴う職員数の減　等

過員解消に伴う職員数の減　等

△ 1

7

0

0

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成比

%
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（３）職員数の推移

（単位：人・％）

　　　　　　　　　年　度
部門別

平成３１年
令和元年

令和２年 令和３年 令和４年 令和5年 令和6年

一般行政 3,785 3,798 3,862 3,845 3,925 3,913 128 (3.4％)

教育 9,831 9,825 10,654 10,601 10,562 10,526 695 (7.1％)

警察 2,418 2,398 2,410 2,429 2,441 2,434 16 (0.7％)

普通会計計 16,034 16,021 16,926 16,875 16,928 16,873 839 (5.2％)

公営企業等会計計 778 819 839 851 865 882 104 (12.7％)

総合計 16,812 16,840 17,765 17,726 17,793 17,755 943 (5.6％)

（注1）職員数は総務省定員管理調査の結果（実員ベース）によるもので、上記（１）の数字と異なる。

（注2）令和３年の調査結果が増加している主な理由は、臨時的任用職員の任用制度適正化により調査対象となる

　　　 臨時的任用職員が増加したことによるものである。

過去５年間の
増減数（率）

- 4 -



 Ⅱ 職員の人事評価の状況 

 

任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用するため、職員の人事評価を行っていま

す。令和５年度の人事評価の概要は、以下のとおりです。 

 

 （１）能力評価 

ア．知事部局・企業局 

評 価 の 対 象 

 

 

一般職の常勤職員で、以下の職員を除く者 

ア 評価対象期間のうち実勤務が１／６に満たない者 

イ 臨時的任用職員 

評 価 者 

 

 

 

 

一次評価者：被評価者となる職員の職務内容や職務に対する姿勢等を的確に

把握でき、職員に対して業務面等で実質的な指導を行う立場に

ある身近な上司（班総括、地方機関の部・課・室長 等） 

最終評価者：被評価者となる職員の日常の職務遂行状況などについて指揮監

督する立場にある上司（所属長、部局長 等） 

評価対象期間 令和４年１０月１日～令和５年９月３０日 

評 価 方 法 

 

９～１０項目の項目別評価(５段階)と項目別評価を総括する総合評価(７段

階)により評価 

評 価 結 果 の

活 用 方 法 

・任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用 

・職員の能力開発、人材育成のツールとして活用 

 

イ．病院局 

評 価 の 対 象 

 

 

 

大分県立病院の病院行政職及び病院医療職（一）～（三）の給料表の適用

を受ける職員で、以下の職員を除く者 

 ア 評価対象期間のうち実勤務が１／６に満たない者 

 イ 臨時的任用職員 

評 価 者 

 

 

 

被評価者が病院局次長の場合：病院局長 

被評価者が事務局長の場合：院長 

被評価者がその他所属長の場合：院長又は事務局長 

被評価者が上記以外の場合：所属長 

評価対象期間 令和４年１０月１日～令和５年９月３０日 

評 価 方 法 

 

９～１５項目の項目別評価（５段階）と項目別評価を総括する総合評価（７

段階）により評価 

評 価 結 果 の

活 用 方 法 

・任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用 

・職員の能力開発、人材育成のツールとして活用 

 

 

ウ．教育庁 

 

評 価 の 対 象 

 

 

 

 

 

（事 務 局）全職員 （勤務実績のない者を除く。） 

（小中学校・県立学校） 

 全職員（ただし、次の者を除く。） 

 ・長期研修中の者 

 ・充て指導主事 

 ・休職、育児休業等により勤務実績が１ヶ月に満たない者 

 ・臨時的任用職員、非常勤職員 

- 5 -



評 価 者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事 務 局）被評価者が教育次長、所属長の場合：教育長 

           被評価者が所属内職員の場合：所属長 

（小中学校） 

 ・被評価者が校長、学校支援センター所長の場合：市町村教委の教職員人

事担当課長等 

 ・被評価者が所属内教職員（学校支援センター所長が評価する者を除

く。）の場合：校長 

 ・被評価者が学校支援センター事務職員の場合：学校支援センター所長 

（県立学校） 

 被評価者が校長の場合：高校教育課長、特別支援教育課長 

 被評価者が所属内教職員の場合：校長、副校長（分校に限る） 

評価対象期間 

 

（事 務 局・小中学校・県立学校） 

 令和４年１０月１日～令和５年９月３０日 

評 価 方 法 

 

（事 務 局） 

９～１０項目の項目別評価（５段階）と項目別評価を総括する総合評価（７

段階）により評価 

（小中学校・県立学校） 

１０項目の項目別評価（５段階）と項目別評価を総括する総合評価（５段

階）により評価 

評 価 結 果 の

活 用 方 法 

 

 

 

 

 

（事 務 局） 

 ・人事管理（異動・昇任等）や人材育成等に活用している。 

 ・給与面での処遇（査定昇給反映） 

（小中学校・県立学校） 

 ・人事管理（異動・管理職選考試験等）や研修等の人材育成等に活用して

いる。 

 ・給与面での処遇（査定昇給反映） 

 

エ．警察本部 

評 価 の 対 象 

 

 

定期評定 下記(１)～(３)を除く職員 

（１）警察法(昭和 29 年法律第 162 号)第 56 条第１項に規定する地方警務官 

（２）その他大分県警察本部長が指定する職員 

（３）休職、育児休業等により評価期間内における勤務をした日数がおおむ

ね１月に満たない職員 

評 価 者 

 

 

１ 第一次評価者 

２ 第二次評価者 

３ 最終評価者 

評価対象期間 

 

定期評定 

 令和４年１０月１日～令和５年９月３０日 

評 価 方 法 

 

現実に職員が職務執行の中でとった行動を、規程に定める標準職務遂行能力

に照らし、当該職員が発揮した能力の程度を評価することにより行う。 

評 価 結 果 の

活 用 方 法 
被評価者の任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用 
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 （２）業績評価 

ア．知事部局・企業局 

評 価 の 対 象 

 

 

一般職の常勤職員で、以下の職員を除く者 

ア 評価対象期間のうち実勤務が１／６に満たない者 

イ 臨時的任用職員 

評 価 者 

 

 

 

 

一次評価者：被評価者となる職員の職務内容や職務に対する姿勢等を的確に

把握でき、職員に対して業務面等で実質的な指導を行う立場に

ある身近な上司（班総括、地方機関の部・課・室長 等） 

最終評価者：被評価者となる職員の日常の職務遂行状況などについて指揮監

督する立場にある上司（所属長、部局長 等） 

評価対象期間 

 

前期：令和５年 ４月 １日～令和５年 ９月３０日 

後期：令和５年１０月 １日～令和６年 ３月３１日 

評 価 方 法 

 

あらかじめ設定した目標(３～５項目)に対する達成度による目標別評価(５段

階)と目標別評価を総括する総合評価(７段階)により評価(付加評価あり) 

評 価 結 果 の

活 用 方 法 

・任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用 

・職員の能力開発、人材育成のツールとして活用 

 

イ．病院局 

評 価 の 対 象 

 

 

 

大分県立病院の病院行政職及び病院医療職（一）～（三）の給料表の適用を

受ける職員で、以下の職員を除く者 

 ア 評価対象期間のうち実勤務が１／６に満たない者 

 イ 臨時的任用職員 

評 価 者 

 

 

 

被評価者が病院局次長の場合：病院局長 

被評価者が事務局長の場合：院長 

被評価者がその他所属長の場合：院長又は事務局長 

被評価者が上記以外の場合：所属長 

評価対象期間 

 

前期：令和５年 ４月 １日～令和５年 ９月３０日 

後期：令和５年１０月 １日～令和６年 ３月３１日 

評 価 方 法 

 

あらかじめ設定した目標（３～５項目）に対する達成度による目標別評価

（５段階）と目標別評価を総括する総合評価（７段階）等により評価 

評 価 結 果 の

活 用 方 法 

・任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用 

・職員の能力開発、人材育成のツールとして活用 

 

 

 

ウ．教育庁 

評 価 の 対 象 

 

 

 

 

 

 

（事 務 局）全職員  （勤務実績のない者を除く。） 

（小中学校・県立学校） 

 全職員（ただし、次の者を除く。） 

 ・長期研修中の者 

 ・充て指導主事 

 ・休職、育児休業等により勤務実績が１ヶ月に満たない者 

 ・臨時的任用職員、非常勤職員 

評 価 者 

 

（事 務 局）被評価者が教育次長、所属長の場合：教育長 

           被評価者が所属内職員の場合：所属長 
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（小中学校） 

 ・被評価者が校長、学校支援センター所長の場合：市町村教委の教職員人

事担当課長等 

 ・被評価者が所属内教職員（学校支援センター所長が評価する者を除

く。）の場合：校長 

 ・被評価者が学校支援センター事務職員の場合：学校支援センター所長 

（県立学校） 

 ・被評価者が校長の場合：高校教育課長、特別支援教育課長 

 ・被評価者が所属内教職員の場合：校長、副校長（分校に限る） 

評価対象期間 

 

 

 

（事 務 局・小中学校・県立学校） 

  ・中間評価（令和５年 ４月 １日～令和５年 ９月３０日) 

  ・期末評価（令和５年１０月 １日～令和６年 ３月３１日) 

評 価 方 法 

 

（事 務 局・小中学校・県立学校） 

あらかじめ設定した目標（３～５項目）に対する達成度による目標別評価

（５段階）と目標別評価を総括する総合評価（７段階）により評価（付加価

値あり） 

評 価 結 果 の

活 用 方 法 

 

 

（事 務 局・小中学校・県立学校） 

 ・任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用 

 ・職員の能力開発、人材育成のツールとして活用 

 

エ．警察本部 

評 価 の 対 象 

 

 

定期評定 下記(１)～(３)を除く職員 

（１）警察法(昭和 29 年法律第 162 号)第 56 条第１項に規定する地方警務官 

（２）その他大分県警察本部長が指定する職員 

（３）休職、育児休業等により評価期間内における勤務をした日数がおおむ

ね１月に満たない職員 

評 価 者 

 

 

１ 第一次評価者 

２ 第二次評価者 

３ 最終評価者 

評価対象期間 

 

定期評定 

 令和４年１０月１日～令和５年９月３０日 

評 価 方 法 

 

 

職員が果たすべき役割について、業務に関する推進目標を定めることにより

当該職員に対してあらかじめ示した上で、当該役割を果たした程度を評価す

ることにより行う。 

評 価 結 果 の

活 用 方 法 
被評価者の任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用 
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１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数については、令和５年４月１日現在の人数である。また、臨時講師、再任用職員（短時間勤務）及び
　　　　会計年度任用職員を含まない。
      ３　給与費計には臨時講師分及び再任用職員（短時間勤務）分が含まれているが、会計年度任用職員分は含まれていない。
　　　４　括弧書きの値は臨時講師分を給与費計から除いたもので算出している。

（３）ラスパイレス指数の状況

(注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）

　　　 を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算し

　　　 た指数。

　　 ２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を

　　　 加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラス　　

　　　 パイレス指数。

　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の支給基準に基づく地域手当支給率）

　 　　　 により算出。）

(26,084,655)

Ａ

　　　　　千円

　　計　　　Ｂ

令和5
年度

一人当たり給与費

人

歳 出 額 実 質 収 支

12,621,26869,484,550

千円

8,156,364

給　 料

千円人　

区　　分

給与費 　B/A

千円

(104,216,961) (6,156)

109,441,326

千円

（参考）一人当たり

(65,894,129)

6,465

Ａ

676,738,407

（R6.1.1現在）

住 民 基 本 台 帳 人 口

職員手当

令和5
年度 1,112,827

区　　分

（参考）都道府県平均

千円

R4年度の人件費率

千円千円

145,472,485

（参考）人 件 費 人 件 費 率

21.5 21.6

Ｂ／ＡＢ

％％

職員数

期末・勤勉手当

16,928

(12,238,177)

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

27,335,508

Ⅲ　職員の給与の状況

(R4.4.1)

99.3

（99.3）

(R4.4.1)

99.8

(H31.4.1)

99.4

（99.7）

(H31.4.1)

99.8 

(R2.4.1)

99.3

（99.3）

（R2.4.1）

100.0

（R3.4.1）

99.3

（99.3）

（R3.4.1）

99.9

(R5.4.1)

99.3

(99.3)

(R5.4.1)

99.6

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

大分県 都道府県平均
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（４）給与改定の状況

①月例給

　　　　　　　

②特別給（期末・勤勉手当）

　　　　　　　

（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　　実施　　　未実施　　］

　実施内容（平均引下げ率、実施時期、経過措置の有無等具体的な内容）

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について、国と同じく平均２％引下げ。激変緩和のため、５年間（令和２年３月３１日ま

　　　　で）の経過措置（現給保障）を実施。

　　　　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）国と同様の見直しを実施済（本県内に支給対象地域はなし）

（実施時期）平成２７年４月１日

③その他の見直し内容

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施済み。（平成２７年４月１日実施）

（６）特記事項

特になし

区　　分 年間支給月数

　支給月数　　B　割合　　　　　A

公務員の

（改定月数） 支　給　月　数

勧　告

月

A-B

較差

0.08 4.50

　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取
組むとされている。

4.48

月

国　の　年　間

%

（参考）人事委員会の勧告

（改定率）

民間の支給

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
     パイレス比較した平均給与月額である。

350,222

円 %
令和5年度

1.12

人事委員会の勧告

1.10

円

354,136

勧　告

1.12

民間給与

%

( 1.12％ )

3914円

（参考）

A B

国　の　改　定　率

4.504.40

較差公務員給与 給　与　改　定　率

A-B

月
令和5年度

区　　分

月 月 月

0.10

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員
     の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和６年４月１日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

【給与水準の適正化の取組】

－

うち守衛

6,177,272

5,084,888

－

※「事務補佐」のメリット
　　技能労務職員が一般行政分野の業務に従事することで、
　　 ①一般行政分野の定数を削減する効果がある。
  　 ②一般行政職よりも給与水準が低い技能労務職が、一般行政事務に従事することにより、総人件費を抑制する効果がある。
   　③「事務補佐」として一般行政事務での経験を積んだうえで、人事委員会が実施する準採用試験（行政職初級レベル以上）を
　　　　受け、行政職へ任用替えを実施しているので、行政職への一斉切替と違い不適応者の発生を回避できる。

【業務の見直し】

328,894

　 　一般行政事務を行わせるために、全員を一斉に行政職に切り替える動きもあるが、能力検証が不十分なまま、公権力の行
　使も伴う行政職に切り替えることが妥当なのかどうかという問題があるため、能力実証ができるまでの過渡的な措置として、技
　能労務職員の身分のまま、一般行政事務を行う職。

民間(D)

※平成１７年４月１日から、給料表の水準を全国中位まで引下げる（約△１０％）とともに、給料表を通し号給制から職務内容に応じた５級制に
　移行。なお、新給料表への切替にあたっては、現給保障せずに１万円程度引下げたうえで切替を実施。

-

－

－

－

自家用乗用自
動車運転者

290,971

－

355,474

378,985

350,028

－

－

326,890

-

－

調理師

342,700

（国比較ベース）

うち事務補佐 6,135,947

－

-

－

(A) (B)

公　務　員

職員数

－

平均給与月額

－

（国比較ベース）

守衛

14

用務員

389,928

　　大分県

平均給料月額

平均給料月額

317,443

うち学校給食員

54.9

うち用務員

312,662

うち事務補佐

-

334,825

333,056

うち守衛

62

うち用務員

－

公務員(C)

-

※現業業務の見直しにより過員となった技能労務職員については、「事務補佐」（※）として一般行政事務に従事しており、現業業務に
　は全く従事していないので、民間の同業職種との比較をすることは困難である。
　　したがって、比較対象職種は、同じ業務に従事する本県の「一般行政職員」としている。

※本県では、これまで時代に合わなくなった現業業務の見直しを実施している。

都道府県平均

-

59.7 7

-

8

-

－

-

－

－

区　　分

－

都道府県平均

平均給与月額

大分県

-

平均給与月額対 応 す る 民 間
平　均　年　齢

343,917

-－ -

41.5

平　均　年　齢

－

160 －

-

A／B

参考

－

347,774

－

339,742

52.8

平均年齢

－

-

国 －

※民間（事務補佐は一般行政職との比較）

－

平均給与月額

区　　分

平均給与月額

403,643

の 類 似 職 種

-

うち運転手

366,485

　○「事務補佐」とは…

-

-

-

-

うち学校給食員

- -

－

※平成１８年４月１日から、給料表の水準を平均４．８％引下げる給与構造改革を実施している。

6,487,910

－

区　　分

　　大分県

－

国

C／D

うち運転手 282,542

年収ベース（試算値）の比較

-

--

※参考（事務補佐は一般行政職との比較）

-

57.9

60.2

-

-

-

-

-

-
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　　　③高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

　　　④小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

　　　⑤警 察 職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和６年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で

 　　　 ある。                                                                          
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時
　　　　間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

（２）職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円385,157

406,010

407,103

388,951 411,026

417,117387,558

－

396,729

－

438,850

－

426,831

323,347295,672

344,363

技能労務職

高　校　卒

大　学　卒

380,207

－

345,733

－

235,405

－

－

平均給与月額

平均給与月額

－

－

392,491

166,600

国

（国比較ベース）

361,502

400,121

191,800

425,569

359,600

227,600

－

経験年数３０年

－

382,451

354,670

経験年数２０年

303,687

405,375

経験年数２５年

269,705

大　分　県

－

353,931

39.1

区　　分

－

434,567381,778

平均年齢区　　分 平均給与月額

－

国

331,994

－

一 般 行 政 職

448,561

－

－

－

171,400

－

都道府県平均

大　学　卒

平均年齢

－

47.2

－

大分県

平均年齢

平均給料月額区　　分

技 能 労 務 職

－

－

－

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

207,700

高　校　卒

高　校　卒

警 察 職

中　学　卒

－

196,200

184,000

203,000

169,500

225,300

－

－

高　校　卒

356,872

318,723

高　校　卒

195,500

大分県

260,416

大　学　卒

323,765大　学　卒

高 等 学 校 教 育 職

294,300

一般行政職

経験年数１０年

大　学　卒

大　学　卒

小 ・ 中 学 校 教 育 職
226,800

226,800

高　校　卒

高　校　卒
小・中学校教育職

大　学　卒

高　校　卒

区　　　分

平均給料月額

警　察　職

都道府県平均

－都道府県平均

288,130

269,200

大分県

平均給料月額

43.4

－

高等学校教育職

高　校　卒

区　　　         分

－

平均給与月額
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和６年４月１日現在）

（注）１　大分県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。]

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

411,500円

324,100円

396,200円

９級

18.5%

447,500円

3.3% 412,500円

386,400円

296,300円

23.7%

22.7%

272,400円

162,600円

208,600円

352,100円

構成比

306,100円

9.6%

549人

250,100円

最高号給の
給料月額

471,400円

12人

1.2%

0.9%

１号給の
給料月額

14.1%

374人

８級

職員数

６級

6.6% 366,600円

6.4%

18.5%

0.2%

５級

919人

127人

48人

2.0%

0.3%

530,500円

6.6%

9.9% 20.0%

1.2%

１年前

461,300円0.3%

3.3%

８　　級

５　　級

定型的な業務を行う主事及び技師の職務

４　　級

9.6% 23.7%

３級

22.7%

７　　級

２　　級

Ｒ６ 14.1%

１　困難な業務を行う本庁又は委員会等の事
務局の課長、総務企画監又は参事の職務
２　地方機関の長の職務
３　困難な業務を行う地方機関の次長の職務
４　困難な業務を行う地方機関の部長、室長、
総務企画監又は参事の職務

１　本庁の審議監又は局長の職務
２　参事監の職務
３　困難な業務を行う地方機関の長の職務

６　　級

255人

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う
主事又は技師の職務

880人

21.6% 2.3%

１級 ２級

13.8%

９　　級

6.9%8.0%

0.2%

1.2%

４級

718人

７級

241,600円

５年前

24.7%

13.7%

３　　級

15.9% 29.4%

１　　級

区　　分

１　本庁の部長又は会計管理者の職務
２　理事の職務
３　委員会等の事務局の長の職務

22.8%

標準的な職務内容

主査又は主任の職務

１　主幹又は副主幹の職務
２　困難な業務を行う主査の職務
３　地方機関の課長の職務

１　課長補佐（室長補佐を含む。以下同じ。）
の職務
２　困難な業務を行う主幹の職務
３　困難な業務を行う地方機関の課長の職務

１　本庁又は委員会等の事務局の課長（本庁
の所長又は室長を含む。以下同じ。）、総務企
画監又は参事の職務
２　地方機関の次長の職務
３　地方機関の部長、室長、総務企画監又は
参事の職務

１級 9.6% １級 9.9% １級 8.0%

２級 14.1% ２級 13.8%
２級 13.7%

３級 22.7% ３級 21.6%
３級 15.9%

４級 23.7% ４級 24.7%

４級 29.4%

５級 18.5% ５級 20.0% ５級 22.8%

６級 3.3% ６級 2.3% ６級 2.0%

７級 6.6% ７級 6.4% ７級 6.9%８級 1.2% ８級 0.9% ８級 1.2%

９級 0.3% ９級 0.2% ９級 0.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和６年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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（３）昇給への人事評価の活用状況　(大分県)

イ　人事評価を活用している  

　 　活用している昇給区分

　　上位、標準、下位の区分

　　上位、標準の区分

　　標準、下位の区分

　　標準の区分のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない

　　活用予定時期

４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

千円　

（令和５年度支給割合） （令和４年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役 職 加 算：５%～２０% 役 職 加 算：５%～２０%

管理職加算：１０% 管理職加算：１０%～２５%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況　（一般行政職）　（大分県）

イ　人事評価を活用している

　活用している成績率

　 　　上位、標準、下位の区分

　　上位、標準の区分

　　標準、下位の区分

　　標準の区分のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない

　　活用予定時期

（２）退職手当（令和６年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし )

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給された平均額である。

令和５年度中における運用

2.0

○

28.0395

定年前早期退職特例措置（２～４５%加算）

○

昇給可能な
区分

○ ○

47.709

24.58687519.6695

（1.375） （0.975）

39.7575

2.40

令和5年4月2日から令和6年4月1日
までにおける運用

国

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

大分県

19.6695

47.709 47.709

大分県

47.709

定年前早期退職特例措置（２～４５%加算）

47.709

47.709

24.586875

39.7575

28.0395

○

21,144

○ ○

2.45

（0.95）

2.05

○

一般職員

昇給実績が
ある区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

33.27075

○

支給可能な
成績率

一般職員

○

管理職員

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　     応募認定・定年

管理職員

1,646

－

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

支給実績が
ある成績率

（1.35）

１人当たり平均支給額（令和５年度）

国

○

1,496

○

33.27075
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（３）地域手当

（令和６年４月１日現在）

千円

　 円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

平　均　支　給　率 ％ ％

（４）特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）

支給実績（令和５年度決算見込み） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算見込み） 　 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度決算見込み） 　 ％

手当の種類（手当数）

＊詳細は別紙参照

（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

43

3,933,412

福岡市

太宰府市

千葉市

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数）

大阪市

0.05

県内全市町村

      ２　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国
　　　　家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて
　　　　補正したラスパイレス指数。
　　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋
　　　　国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

2

15 1

0.05

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）

6

10

支給実績（令和4年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和5年度決算見込み）

支給実績（令和5年度決算見込み）

165,610

614

4,118,415

586

0

6

10

17,755

15

28.3

－

32 20

支給率 支給対象職員数

16

支給実績（令和５年度決算見込み）

東京都特別区

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日
　　　現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）
　　　であり、短時間勤務職員を含む。

9

（注）１　「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、企業会計等を除く普通会計か
　　　　ら給与を支給されている一般職の職員に対し国の率で支給したと仮定した場合
　　　　の加重平均の支給率である。

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算見込み）

757,334

支給対象地域

32,639

20

652,798

16 10

0

国の制度（支給率）
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（６）その他の手当（令和６年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

248,833

289,097

一部異なる

1,110,041

千円

千円

74,876

299,738

438,776

726,886

82,143

平均支給年額
支給職員１人当たり

164,333

323,918

194,444

（令和５年度決算見込み）

支給実績
（令和５年度決算見込

み）

国の制度と
の異同

国の制度と
異なる内容

扶養親族のある職員に対して
支給。
（配偶者6,500円、子10,000
円）

千円

千円

１／２加算

内容及び支給単価

月額１２，０００円を超える家賃
を支払っている職員に対して
支給。　（２７，０００円上限）

通勤手当 2,554,216

単身赴任者に対して
月額３０，０００円（距離加算あ
り）

管理職手当

交通条件及び自然的、経済
的文化的諸条件に恵まれない
山間地、離島その他の地域
に所在する小中学校に勤務
する職員に対し支給。
６／１００～２２／１００

住居手当

初任給調整手当

扶養手当

離島その他の生活の著しく
不便な地に所在する公署に
勤務する職員に対し支給。
４／１００～１２／１００

交通機関、交通用具利用者に
対して支給。
（２，４００～５５，０００円）

同

特地手当

人事委員会が指定する
管理職に対して支給（定額）

67,654

管理職手当を受給している職員が休日
等において、臨時又は緊急の業務のた
め勤務した場合に支給。
４，０００円～１２，０００円

56,753

249,67771,158

千円

千円義務教育等教員特別手当

管理職員特別勤務手当

小学校、中学校、高等学校、
盲学校、ろう学校及び特別支
援学校に勤務する教員に対し
級号給に応じて支給。

高等学校で農業、水産、工業
に係る産業教育に従事する
教員に対して支給。
５／１００以内

1,525,331

172,000

へき地手当

産業教育手当

千円

千円

宿日直手当

同

単身赴任手当

25,851

同

定時制通信教育手当

1,059,073

農林水産業者に対して普及
指導を行う職員又は調査研究
を行う職員に対し支給。
８／１００

56,051

宿日直を命ぜられた職員に対
して支給。
（1回につき4,400円～21,000
円）

同

千円

1,737,538

一部異なる

同

高等学校で、定時制又は
通信制の課程を行う校長又は
教員、実習助手に対し支給。
5/100・3/100
4/100・2/100   （管理職手当
受給者）

上限額等を
国より低く設

定

千円

599,687

千円

210,171

医師のうち採用による欠員の
補充が困難であると認められ
る職で人事委員会規則で定め
るもの。
月額　最高　月額368,000円

同

同

264,909

8,115

手　当　名

千円

4,479 千円

千円

63,104

農林漁業普及指導手当
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別紙 掲載

消防訓練補助業務手当 消防学校職員
消防学校の教育訓練の基準に定める教育訓練
の補助業務

千円

298千円

47千円

災害応急手当 土木事務所等職員
重大な災害の発生した箇所若しくは発生するお
それの著しい箇所で行う応急作業等

１体300円

警察職員

土木事務所等職員 危険を伴う現場での業務 1日230円

動物死がい処理等手当

514千円

警察手当 警察職員 犯罪予防及び捜査等

動物死がい処理等手当

34千円

595千円

67千円

千円

狂犬病予防作業手当

千円

夜間定時制勤務手当

土木事務所職員
動物の死がい処理等の応急措置若しくは緊急対
応の業務等

219千円

408千円

昼夜間兼務手当（1週15以上）

60千円

6千円

災害応急作業手当

289千円

1,736千円

土木事務所職員

223,304千円

1日380円（牛のと殺 1日760円）

土木事務所等職員 特殊建設現場における危険の伴う作業

潜水作業 1時間　310円～1,500円（潜水深度に応じる）33千円

684千円

2,071千円

958千円

水産試験場等職員

１日230円

2,231千円

328千円

230千円

271千円

千円

千円

10千円

１体300円

1日230円

細菌検査、放射線作業手当 保健所等職員
病理細菌検査又は人体へ放射線を照射する作
業

消防訓練手当

農業大学校等職員

危険現場作業手当

畜産、農産物加工その他実習に関する業務に夜
間宿泊して従事した場合

危険物取扱手当 農業高校職員
有毒農薬を使用して行う農作物等の害虫防除作
業

76千円

千円

１時間　1,300円以内

1日230円

技能労務職員

通信教育添削指導等手当 学校職員 通信教育の添削指導等 1月4,000円～6,000円

高校学校職員

実技指導補助手当 実習生等の実技指導の補助

1日380円（牛のと殺 1日760円）千円

514千円

955千円

647千円

学校職員 週休日等に入学者選抜事務に従事する場合 １時間　400円以内

教育業務連絡指導手当

千円

1日290円

巡回監視１日350円　応急作業等１日530円

こども・女性相談支援センター等職員 社会福祉業務の補助業務

1日290円

介護業務従事手当 特別支援学校職員 児童又は生徒の介護業務に従事した場合

57千円

145千円

１日100円

1日200円66,278千円

１日250円

学校職員
教務その他の教育に関する業務についての連絡
調整及び指導助言

県立盲学校職員

1日1,400円～8,000円

145千円

52,024千円

高等学校の夜間定時制課程に本務として勤務す
る場合

教育職員以外の職員　１日200円

実習船指導教官手当 海洋科学高校職員 練習船に乗り組んで行う指導業務 遠洋漁業実習1日5,100円　それ以外1日1，700円

重大な災害の発生した箇所若しくは発生するお
それの著しい箇所で行う応急作業等

巡回監視1日350円　応急作業等1日530円

航空機搭乗作業手当 廃棄物対策課等職員 航空機に搭乗して行う作業 １時間1,900円32千円

し尿処理施設検査手当 保健所等職員

公害防止手当 保健所等職員 公害関係法規に基づく工場等への立入検査等 １日230円

公共用地の取得等に係る所有者及び権利者と
直接面接して行う交渉

漁業関係法規違反の疑いがある船舶に係る海上
で行う漁具等の検査、被疑者の検挙等

１日500円

多学年学級手当 学校職員 多学年学級における授業又は指導 1日290円

畜産研究部等職員 特に危険を伴う種畜の取扱い

災害時緊急作業・修学旅行等指導手当 学校職員

月額　1,300円

定時制高校職員

1日290円

千円保健所等職員 違反犬の捕獲等

家畜保健所等職員
家畜伝染病のまん延を防止するために行うと殺
作業等

入学者選抜事務手当

1日350円

用地交渉手当 土木事務所等職員
公共用地の取得等に係る所有者及び権利者と
直接面接して行う交渉

１日580円

社会福祉業務手当

直腸検査補助手当 畜産研究部等職員 家畜の直腸検査の補助作業

1日230円

伝染病患者等の救護又は伝染病菌が付着した
物件の処理作業等

1日290円

危険物取扱手当 農業大学校等職員
有毒ガスの発生を伴う化学分析又は有毒農薬を
使用した農作物の害虫駆除

保健所等職員
伝染病防疫作業手当

家畜等取扱手当

狂犬病予防作業手当 保健所等職員

土木事務所等職員

学校職員

動物の死がい処理等の応急措置若しくは緊急対
応の業務等

208千円

狂犬病の予防注射、咬傷犬の検診等

し尿処理施設の検査作業

犯罪捜査等従事手当　１日560円　等

1日350円

1日230円

用地交渉手当 土木事務所等職員 １日580円

担当兼務手当 高校学校職員
全日制課程の職員が定時制課程の教科を担任
して従事する場合等

漁業取締手当 漁業管理課職員

非常災害時等の緊急業務又は修学旅行等の指
導業務

特殊現場作業手当

1日290円

潜水作業手当

保健所等職員

1日290円～600円

1日230円～270円

755千円保健所等職員 社会福祉業務

１日650円

理療科手当 理療に関する実技の教育指導に従事した場合

危険物取扱手当 消防保安室等職員
火薬類取締法等に規定する検査、有毒ガスの発
生を伴う化学分析等

精神障害者訪問指導等手当

社会福祉業務手当

1日290～300円

家畜等取扱手当

主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

税務手当 県税事務所等職員 県税の賦課徴収事務 １日600～700円

保健所等職員
伝染病患者等の救護又は伝染病菌が付着した
物件の処理作業等

1日290円（新型コロナウィルス感染症特例　１日3,000円～4,000円）

精神障害者等の家庭訪問指導等

保健所等職員 と畜検査、食鳥検査及び家畜の直腸検査等 1日230～680円

家畜保健所等職員

消防学校職員 消防学校の教育訓練の基準に定める教育訓練 1日720円

手当の名称

一般職員

支給実績（令和5年度決算見込み）

21,298千円

伝染病防疫作業手当
家畜伝染病のまん延を防止するために行うと殺
作業等

445千円
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５　特別職の報酬等の状況（令和６年４月１日現在）

円

円

円

円

円

月分

月分

　　（算定方式） 　（１期の手当額） 　（支給時期）

退職又は任期満了時

退職又は任期満了時

 　       

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期 （４年＝４８月）勤め
　　た場合における退職手当の見込額である。

知 事

副 知 事

議 員

期
末
手
当

3.4

議 長

副 議 長

副 議 長

982,000

副 知 事

　　（令和５年度支給割合）知 事

議 員

議 長

17,475,072給料×在職月数×０．３６７

給料×在職月数×０．５５１ 32,874,864
退
職
手
当

給

料

知 事

3.4

　　（令和５年度支給割合）

備　　　　　考

867,000

給　　　　　　　　料　　　　　　　　月　　　　　　　　額　　　　　　　　等区 分

報

酬

副 知 事 992,000

782,000

1,243,000
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６－１　公営企業職員(企業局)の状況

１　電気事業

(1)職員給与費の状況

　①　決算

Ａ

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費 62,992千円を含まない。

Ａ 計　　Ｂ

人 千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は、令和６年３月３１日現在の人数である。

　②　給与制度の総合的見直しの実施状況について

　(ⅰ)給料表の見直し

［　実施　　未実施　］

　実施内容（平均引下げ率、実施時期、経過措置の有無等具体的な内容）

　(ⅱ)地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

　(ⅲ)その他の見直し内容

　③　特記事項

　　　　特になし

　

(2)職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（５年度決算見込ベース）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）１　「基本給」は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額である。

　　　２　平均月収額には、期末・奨励手当等を含む。

団体平均 － － －

事　業　者 － －

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

大分県企業局 42.8 345,121 548,206

6,578

　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し
　　　　　等に取組むとされている。

　（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日
　（内容）　国と同じく平均２％引下げ。激変緩和のため、５年間(令和２年３月３１日まで)の経過措置(現給保障)を
　　　　　実施。

　（支給割合）国と同様の見直しを実施済（本県内に支給対象地域はなし）
　（実施時期）平成２７年４月１日

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施済（平成２７年４月１日実施）

見込 70 279,946 64,892 115,655 460,493

５年度 千円 千円 千円 千円 千円

区分 職員数 給　　　　与　　　　費 一人当たり （参考）都道府県平均

給　　料 職員手当 期末・奨励手当 給与費　B/A １人当たり給与費

見込 2,869,050 517,865 538,317 18.8 24.1

５年度 千円 千円 千円 ％ ％

職員給与費比率 ４年度の総費用に占

Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

区分 総費用 純損益又は実質収支 職員給与費 総費用に占める （参考）
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(3)職員の手当の状況

　①　期末手当・奨励手当

千円 千円

期末手当 奨励手当 期末手当 奨励手当

月分 月分 － 月分 － 月分

（1. 375）月分 （0. 975）月分 （ － ） 月分 （ － ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：5%～20% －

管理職加算：10%

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

千円 千円

期末手当 奨励手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（1. 375）月分 （0. 975）月分 （1. 375）月分 （0. 975）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：5%～20% 役職加算：5%～20%

管理職加算：10% 管理職加算：10%

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

　②　退職手当（６年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 （支給率） 自己都合

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置 －

（退職時特別昇給 なし ） （退職時特別昇給 － ）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円

（支給率） 自己都合 （支給率） 自己都合

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし ） （退職時特別昇給 なし ）

１人当たり平均支給額 千円 千円 千円 千円

（注）１　大分県企業局の１人当たり平均支給額は、５年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　２　大分県企業局の１人当たり平均支給額は電気事業会計によるものであり、工業用水道事業会計との

　　　　両会計の合計による実質１人当たり平均支給額は、自己都合17,460千円、応募認定・定年20,061千円である。

　　　　

11,102 13,732 １人当たり平均支給額 1,496 21,144

47.709 47.709 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置（２～４５％加算） 定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

大分県企業局 一般行政職（大分県）

応募認定・定年 応募認定・定年

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

47.709 47.709 － －

定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

13,732 －11,102

28.0395 33.27075 － －

39.7575 47.709 － －

応募認定・定年 応募認定・定年

19.6695 24.586875 － －

2.45 2.05 2.45 2.05

大分県企業局 団　体　平　均

１人当たり平均支給額（５年度） １人当たり平均支給額（５年度）

1,652 1,646

（５年度支給割合） （５年度支給割合）

（５年度支給割合） （５年度支給割合）

2.45 2.05

大分県企業局 一般行政職（大分県）

大分県企業局 団　体　平　均

１人当たり平均支給額（５年度） １人当たり平均支給額（５年度）

1,652 1,646
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　③　地域手当（６年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

　④　特殊勤務手当（６年４月１日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

　⑤　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１ 　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２

　⑥　その他の手当（６年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円
管理職員特別
勤務手当

管理職手当を受給している職員が
休日等において臨時又は緊急の業
務のため勤務した場合等に支給
（3,000円～10,000円）

同 79 7,900

宿日直手当 宿日直を命ぜられた職員に対して
支給（4,400円～7,400円） 同 792 79,180

夜間勤務手当
正規の勤務時間が夜間（22:00～
5:00）に割り振られている職員に
対して支給（25/100）

同 1,330 266,002

単身赴任手当 単身赴任者に対して月額30,000円
（距離加算あり） 同 － －

通勤手当 交通機関、交通用具利用者に対し
て支給（2,200円～55,000円） 同 7,066 115,840

住居手当
月額12,000円を越える家賃を支
払っている職員に対して支給
（27,000円上限）

同 4,055 253,415

扶養手当
扶養親族のある職員に対して支
給。
（配偶者6,500円、子10,000円）

同 8,277 223,704

管理職手当 企業局長が指定する管理職に対し
て支給（定額） 同 6,341 634,141

との異同 内　　　　容 （５年度決算見込）（５年度決算見込）

手当名 内容及び支給単価 職の制度 制度と異なる り平均支給年額

職員１人当たり平均支給年額（４年度決算） 387

　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績(○年度決算)」と同じ年度の４月１日現在の
総職員数（管理職員等制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）である。

一般行政 一般行政職の 支給実績 支給職員１人当た

支 給 実 績 （５年度決算見込） 23,988

職員１人当たり平均支給年額（５年度決算見込） 381

支 給 実 績 （４年度決算 ） 24,815

ダム業務手当 ダム管理事務所に勤務する職員 週休日における当直業務 125,800 勤務１回につき7,400円

用地交渉手当 用地交渉を担当する職員
用地の取得に係る所有者及び権利

者と直接面接して行う交渉
16,240 １日580円

特殊現場作業手当 技術職員 現場における発電施設等の保守・点検業務 2,843 １日610円

危険作業手当 全職員（主に技術職員） 現場における危険の伴う作業 1,158 １時間当たり 250円(特に危険)　180円(左記以外)

手当の種類（手当数） 4

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績
(５年度決算見込) 左記職員に対する支給単価

支給実績（５年度決算見込） 4,143

支給職員１人当たり平均支給年額（５年度決算見込） 65,768

職員全体に占める手当支給職員の割合（５年度決算見込） 90.0

支給職員１人当たり平均支給年額（５年度決算見込） －

支給対象地域 支給率 支給対象職員 一般行政職の制度(支給率)

支給実績（５年度決算見込） －
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２　工業用水道事業

(1)職員給与費の状況

　①　決算

Ａ

Ａ 計　　Ｂ

人 千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は、令和６年３月３１日現在の人数である。

　②　給与制度の総合的見直しの実施状況について

　(ⅰ)給料表の見直し

［　実施　　未実施　］

　実施内容（平均引下げ率、実施時期、経過措置の有無等具体的な内容）

　(ⅱ)地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

　(ⅲ)その他の見直し内容

　③　特記事項

　　　　特になし

(2)職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（５年度決算見込ベース）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）１　「基本給」は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額である。

　　　２　平均月収額には、期末・奨励手当等を含む。

団体平均 － － －

事　業　者 － －

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

大分県企業局 41.5 341,910 537,810

6,454

　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し
　　　　　等に取組むとされている。

　（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日
　（内容）　国と同じく平均２％引下げ。激変緩和のため、５年間(令和２年３月３１日まで)の経過措置(現給保障)を
　　　　　実施。

　（支給割合）国と同様の見直しを実施済（本県内に支給対象地域はなし）
　（実施時期）平成２７年４月１日

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施済（平成２７年４月１日実施）

見込 39 154,194 36,771 60,730 251,695

５年度 千円 千円 千円 千円 千円

区分 職員数 給　　　　与　　　　費 一人当たり （参考）都道府県平均

給　　料 職員手当 期末・奨励手当 給与費　B/A １人当たり給与費

見込 1,882,552 399,226 312,780 16.6 17.9

５年度 千円 千円 千円 ％ ％

職員給与費比率 令和４年度の総費用に

Ｂ Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

区分 総費用 純損益又は実質収支 職員給与費 総費用に占める （参考）
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(3)職員の手当の状況

　①　期末手当・奨励手当

千円 千円

期末手当 奨励手当 期末手当 奨励手当

月分 月分 － 月分 － 月分

（1. 375）月分 （0. 975）月分 （ － ） 月分 （ － ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：5%～20% －

管理職加算：10%

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

千円 千円

期末手当 奨励手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（1. 375）月分 （0. 975）月分 （1. 375）月分 （0. 975）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：5%～20% 役職加算：5%～20%

管理職加算：10% 管理職加算：10%

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

　②　退職手当（６年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 （支給率） 自己都合

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置 －

（退職時特別昇給 なし ） （退職時特別昇給 － ）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円

（支給率） 自己都合 （支給率） 自己都合

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし ） （退職時特別昇給 なし ）

１人当たり平均支給額 千円 千円 千円 千円

（注）１　大分県企業局の１人当たり平均支給額は、５年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　２　大分県企業局の１人当たり平均支給額は工業用水道事業会計によるものであり、電気事業会計との

　　　　両会計の合計による実質１人当たり平均支給額は、自己都合17,460千円、応募認定・定年20,061千円である。

　　　　

6,329 １人当たり平均支給額 1,496 21,1446,358

47.709 47.709 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置（２～４５％加算） 定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

大分県企業局 一般行政職（大分県）

応募認定・定年 応募認定・定年

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

47.709 47.709 － －

定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

6,3296,358

28.0395 33.27075 － －

39.7575 47.709 － －

応募認定・定年 応募認定・定年

19.6695 24.586875 － －

2.45 2.05 2.45 2.05

大分県企業局 団　体　平　均

１人当たり平均支給額（５年度） １人当たり平均支給額（５年度）

1,548 1,646

（５年度支給割合） （５年度支給割合）

（５年度支給割合） （５年度支給割合）

2.45 2.05

大分県企業局 一般行政職（大分県）

大分県企業局 団　体　平　均

１人当たり平均支給額（５年度） １人当たり平均支給額（５年度）

1,548
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　③　地域手当（５年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）　地域手当の支給対象となる職員はいない。

　④　特殊勤務手当（６年４月１日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

　⑤　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１ 　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２

　⑥　その他の手当（６年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円
管理職員特別
勤務手当

管理職手当を受給している職員が
休日等において臨時又は緊急の業
務のため勤務した場合等に支給
（3,000円～10,000円）

同 12 2,400

宿日直手当 宿日直を命ぜられた職員に対して
支給（4,400円～7,400円） 同 － －

夜間勤務手当
正規の勤務時間が夜間（22:00～
5:00）に割り振られている職員に
対して支給（25/100）

同 2,645 330,630

単身赴任手当 単身赴任者に対して月額30,000円
（距離加算あり） 同 － －

通勤手当 交通機関、交通用具利用者に対し
て支給（2,200円～55,000円） 同 3,822 115,814

住居手当
月額12,000円を越える家賃を支
払っている職員に対して支給
（27,000円上限）

同 3,017 335,227

扶養手当
扶養親族のある職員に対して支
給。
（配偶者6,500円、子10,000円）

同 5,820 253,028

管理職手当 企業局長が指定する管理職に対し
て支給（定額） 同 3,847 769,420

との異同 内　　　　容 （５年度決算見込）（５年度決算見込）

手当名 内容及び支給単価 職の制度 制度と異なる り平均支給年額

職員１人当たり平均支給年額（４年度決算） 543

　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績(○年度決算)」と同じ年度の４月１日現在の
総職員数（管理職員等制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）である。

一般行政 一般行政職の 支給実績 支給職員１人当た

支 給 実 績 （５年度決算見込） 16,480

職員１人当たり平均支給年額（５年度決算見込） 549

支 給 実 績 （４年度決算 ） 15,731

用地交渉手当 用地交渉を担当する職員
用地の取得に係る所有者及び権利
者と直接面接して行う交渉

2 １日580円

特殊現場作業手当 技術職員
現場における工業用水道施設等の
保守・点検業務

1,268 １日610円

危険作業手当 全職員（主に技術職員） 現場における危険の伴う作業 257 １時間当たり 250円(特に危険)　180円(左記以外)

手当の種類（手当数） 3

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績
(４年度決算見込) 左記職員に対する支給単価

支給実績（５年度決算見込） 1,735

支給職員１人当たり平均支給年額（５年度決算見込） 57,819

職員全体に占める手当支給職員の割合（５年度決算見込） 77.0

支給職員１人当たり平均支給年額（５年度決算見込） －

支給対象地域 支給率 支給対象職員 一般行政職の制度(支給率)

支給実績（５年度決算見込） －
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６－２　公営企業職員(病院局)の状況

１　職員給与費の状況

　 （１）決算

　　　　　　　

（注）　職員給与費とは、給料、諸手当、退職給与金、法定福利費である。

　　　　　　　

（注）　 １　職員数は、令和6年3月31日現在の人数である。
２　職員手当には退職給与金を含まない。

　 （２）給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　　　実施　　　　　未実施　　　］

　実施内容（平均引下げ率、実施時期、経過措置の有無等具体的な内容）

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

③その他の見直し内容

２　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況 (令和5年度決算見込)

（医師）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（看護師）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（事務）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

　（注）１　「基本給」は、給料、扶養手当及び調整手当の合計額である。

２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

事 業 者

団 体 平 均

　　　　　　区　　分

41.8 309,941大 分 県

－

Ｂ／Ａ

％千円

△ 639,253

職員給与費比率

平　均　年　齢 基本給　　　　　　区　　分 平均月収額

472,355

－

－

－ － －

基本給

507,442

平均月収額

給与費 B/A

1,337,695 6,553,519 7,793

千円　　　　　千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

期末・勤勉手当職員手当 　　計　　Ｂ

千円千円 千円

給　 料

3,454,143

【概要】
　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当
の支給割合の見直し等に取組むとされている。

【給料表の改定実施時期】
　平成２７年４月１日
【内　容】
　病院行政職の給料表について、国と同じく平均２％引下げ。激変緩和のため、５年間（平成３２年３
月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
　他の給料表については、病院行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

－

－

　　　　　　区　　分

平　均　年　齢

団 体 平 均 －

314,695

－

基本給

団 体 平 均

Ａ

区　　分

5年度 人

　　　　　　Ａ

－

1,761,681

43.7

5年度 千円

一人当たり

1,170,004

－

千円

9,087,033

－

42.3 584,758

職員数

20,815,268

区　　分 総費用 職員給与費純損益又は

実質収支

総費用に占める

大 分 県 38.9

見込 841

見込

平均月収額

－

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施済み。
　（平成２７年４月１日実施）

事 業 者 －

大 分 県

平　均　年　齢

事 業 者

Ｂ

【支給割合】　国と同様の見直しを実施済み
【実施時期】　平成２７年４月１日
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〈参考〉

　 一般行政職等との比較（令和6年4月1日現在)

円

円

円

円

歳 円

　（注）１　「平均給料月額」とは、令和6年４月１日現在における各区分ごとの職員の基本給の平均である。

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの

　諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのものであり、地方

　公務員給与実態調査において明らかにされているものである。また、下段は国家公務員の平均給与

　月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家

　公務員と同じベースで再計算したものである。

41.5

309,462

歳 317,443

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 平均給料月額 平均給与月額

384,641
円41.8大分県病院局（事務）

一般行政職（大分県）

歳
334,477

343,917

403,643

－ －一般行政職（国）

円
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３　職員の手当の状況
　（１）期末手当・勤勉手当

千円 千円

（5年度支給割合）

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：５％～２０％

管理職加算：１０％

千円 千円

（5年度支給割合） （5年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：５％～２０％ 役職加算：５％～２０％

管理職加算：１０％ 管理職加算：１０％

　（注）（　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

　（２）退職手当（6年4月1日現在）

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　な　し　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、5年度に退職した職員に支給された平均額である。

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　な　し　　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　　な　し　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

　（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

２　団体平均の１人当たりの平均支給額の退職事由は総務省提供データにおいて明らかにされていない。

定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

5,511

19.6695

47.709

勤勉手当 期末手当

月分

47.709

33.27075 33.2707528.0395

24.586875

月分

月分

期末手当 勤勉手当

2.05

(0.975) 月分(1.375)

1,646

一般行政職（大分県）

47.709

定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

1,063

定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

(1.38) 月分(0.98)

39.7575

19.6695

47.709

(0.98)月分

大分県病院局

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

47.709

19.6695

39.7575

28.0395

47.709

一般行政職（大分県）

33.27075

月分

24.58688

47.709

団　体　平　均

47.709

(1.38)

2.05 月分

－

団　体　平　均

月分2.45

大分県病院局

1,591

１人当たり平均支給額（5年度） １人当たり平均支給額（5年度）

大分県病院局

1,591

月分

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　      応募認定・定年

5,511

28.0395

１人当たり平均支給額（5年度）

期末手当

2.45 月分 2.05

－

勤勉手当

2.45 月分

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

1,063

１人当たり平均支給額（5年度）

24.586875

大分県病院局

39.7575

47.709

千円 21,1441,496
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　（３）地域手当（6年4月1日現在）

千円

円

％ 人 ％

　（４）特殊勤務手当（6年4月1日現在）

　（５）時間外勤務手当

※　休日勤務手当を含む。

992,921

救急勤務医手当 病院に勤務する医師 宿日直業務 １回7,500円

解剖補助業務死体解剖手当

新生児担当医手当 病院に勤務する医師
新生児集中治療室に入院し
た新生児を担当する業務

１人5,000円

１時間2,000円

日額290円

病院に勤務する職員

主な支給対象業務

支給総額（5年度決算見込）

支給職員１人当たり平均支給年額（5年度決算見込）

精神医療業務従事手当 精神医療センターに勤務する医師等 精神医療業務 日額970円～540円

エックス線等放射線の照射業務等

病院に勤務する看護師等

病院に勤務する医師等
現場及び搬送途上における
患者の救護 日額230円

病院に勤務する医師 分べん業務

死体の清拭、綿栓及び納棺の作業

防疫等作業手当

診療放射線作業手当

１体3,200円

正規の勤務時間の一部又は全部が深
夜に行われる看護等の業務等 １回1,620円～7,300円

左記職員に対する支給単価

病院に勤務する臨床検査技師

病院に勤務する部長である医師 正規の勤務時間外の解剖、手術等

病院に勤務する職員
感染症法６条２項及び３項の感染症患
者の救護等

死体清拭等手当

特別診療手当

分べん手当

夜間看護等手当

支給職員１人当たり平均支給年額（5年度決算見込） 円739,356

１体700円

日額15,000円

84.7

手当の種類（手当数）

119

支給対象職員数

12

医　師 16

支給対象

手当の名称

職員全体に占める手当支給職員の割合（5年度）

支給総額（5年度決算見込）

主な支給対象職員

千円

１分べん5,000円

地域医療支援手当 病院に勤務する医師 診察応援業務

％

千円

支給総額（5年度決算見込） 661,294

ドクターカー等搭乗救急
医療手当

円

118,609

病院に勤務する助産師、看護師等

日額300円

支給職員１人当たり平均支給年額（5年度決算見込）

一般行政職の制度（支給率）

16

支給率

289,329

323,472
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　（６）その他の手当（6年4月1日現在）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

一般行政職
の制度との
異同

支給実績 支給職員１人当たり

平均支給年額

357

同

一般行政
職の制度と
異なる内容

同

同
管理職に対して支給
（定額）

同

月額12,000円以上の家賃を支払っている職
員に対して支給（27,000円上限）

同

初任給調整手当

内容及び支給単価

260

単身赴任手当
単身赴任者に対して支給
月額30,000円（距離加算あり）

管理職手当

同

同

交通機関、交通用具利用者に対して支給
（2,100円～55,000円）

同

同 同

病院に勤務する医師に支給
月額　最高　308,600円

住居手当

管理職員特別勤務手当

同

宿日直手当

夜間勤務手当

92,118

52,579

12

同
扶養親族のある職員に対して支給する。
（配偶者6,500円、子10,000円）

（5年度決算見込）

73,781 230

47,032

同

同

宿日直を命ぜられた職員に対して支給
（１回につき7,400円～21,000円）

正規の勤務時間として午後10時から翌日の
午前5時までの間に勤務を命ぜられた職員に
支給
１時間当たりの給与額に25％を乗じた額

管理職手当を受給している職員が休日にお
いて、臨時又は緊急の業務のため４時間以
上勤務した場合に支給
4,000円～12,000円

同

74,411

70,278

405

131同

1,014

通勤手当

同

同

80

手　当　名

扶養手当

（5年度決算見込）

353,566 2,862

278

2,834
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７　級別及び職制上の段階ごとの職員数（令和６年４月１日現在）

【行政職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

主事 296

技師 124

司書 3

計 423

主事 429

技師 183

司書 3

計 615

主任 747

主査 217

准教授 4

指導主事 5

主任司書 6 770 16.9% 主任主事級

係長 11 349 7.7% 係長級

講師 4

司書 11

社会教育主事 1

専門員 113

計 1,119

副主幹 406

主査 345

主幹 175

課長 11

教授 2

准教授 7

主任教官 2

社会教育主事補 1

社会教育主事 5

主任社会教育主事 3 822 18.0% 係長級

指導主事 33 235 5.2% 課長補佐級

主任司書 2

主幹司書 1

係長 56

事務長 7

隊長補佐 1

計 1,057

課長補佐 246

室長補佐 40

主幹 378

課長 69

室長 1

所長 16

教授 10

教頭 1

事務長 32

主任社会教育主事 11

主幹司書 11

指導主事 31

次長 5

所長補佐 3

隊長補佐 1

専門幹 15

師範 1

計 871

主任主事級

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務

１　課長補佐（室長補佐を含む。以下同じ。）の職務
２　困難な業務を行う主幹の職務
３  困難な業務を行う地方機関の課長の職務

５級

合計 内訳 職制上の段階

423 9.3%

1038

４級

１級 　定型的な業務を行う主事又は技師の職務

２級
　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事又は技師の
職務

24.6%1,119　主査又は主任の職務３級

23.2%1,057
１　主幹又は副主幹の職務
２　困難な業務を行う主査の職務
３　地方機関の課長の職務

871

615 13.5%

22.8%

19.1% 871 19.1% 課長補佐級
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人 ％ 職名 人 人 ％ 段階
級 級別基準職務表に規定する基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

課長 4
室長 8
総務企画監 6
参事 43
次長 26
部長 13
グループ長 3
所長 6
副所長 1
副校長 1
次席 2
教授 2
市町村振興監 1
地域福祉推進監 1
危機対策監 1
防災航空管理監 1
女性活躍推進監 1
産業企画監 1
流通企画監 1
フラッグショップ企画推進監 1
管理調整監 1
企画調整監 1
総務調整監 1
事務局長 1
校長 1
人事企画監 2
統括事務長 5
水田畑地化推進監 1
政策企画監 1
地域医療政策監 1

計 138
課長 76
室長 30
総務企画監 2
参事 26
所長 38
校長 3
館長 3
学園長 1
次長 28
部長 22
副センター長 1
副校長 1
グループ長 2
副館長 1
副所長 3
総務調整監 1
財政企画監 1
地域保健推進監 1
高速交通ネットワーク推進監 1
防災調整監 1
販路対策監 1
農地計画監 1
盛土対策監 1
研究企画監 1
景観・まちづくり推進監 1
ポートセールス推進監推進監 1
給与厚生監 1
子育て住まい推進監 1
人事管理監 1
体育・スポーツ振興監 1
健康対策・管理監 1
統括事務長 10
次席 3
財務企画監 1
総務官 3
主席師範 1
交通管制監 1

計 272

課長級

１  本庁又は委員会等の事務局の課長（本庁の所長又は室長を
　含む。以下同じ。）、総務企画監又は参事の職務
２  地方機関の次長の職務
３  地方機関の部長、室長、総務企画監又は参事の職務

６級

１  困難な業務を行う本庁又は委員会等の事務局の課長、総務
　企画監又は参事の職務
２  地方機関の長の職務
３  困難な業務を行う地方機関の次長の職務
４  困難な業務を行う地方機関の部長、室長、総務企画監又は
　参事の職務

７級

9.0%

138 3.0%

410

6.0%272
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人 ％ 職名 人 人 ％ 段階
級 級別基準職務表に規定する基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

審議監 12

局長 7

参事監 10

所長 11

センター長 1

校長 2

教育次長 3

次長 1

防災危機管理監 1

館長 1

計 49

部長 7

会計管理者 1

センター長 1

事務局長 4

計 13

4,557 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの
        ※ 以下の表も同様

次長級

部長級

合計

１　本庁の部長又は会計管理者の職務
２　理事の職務
３　委員会等の事務局の長の職務

９級

１　本庁の審議監又は局長の職務
２　参事監の職務
３  困難な業務を行う地方機関の長の職務

13 0.3% 13 0.3%

49 1.1%８級 49 1.1%
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【研究職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

研究員 70

学芸員 1

計 71

研究員 22

主任研究員 58 22 9.5% 主任技師級

主任学芸員 2 60 26.0% 科長級

主幹研究員 32 34 14.7% 副部長級

課長 2

計 116

主幹研究員 18

上席主幹研究員 19 37 16.0% 副部長級

専門研究員 2

計 39

専門研究員 3

鑑定指導員 1

副所長 1

計 5

231 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

71 30.7% 主任技師級

職制上の段階

部長級2.2%5

71 30.7%

5 2.2%

合計 内訳

50.2%116

16.9%39

合計

　研究員又は学芸員の職務２級

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務

１　極めて高度の知識経験に基づき広範囲にわたる研究の統括、
　調整等を行う職務
２　極めて高度の知識経験に基づき特に困難な研究を独立して
　行う専門研究員の職務

５級

１　高度の知識経験に基づき相当の範囲にわたる研究の調整、
　指導等を行う職務
２　主幹研究員又は主幹学芸員の職務
３  主任研究員又は主任学芸員の職務
４　高度の知識経験に基づき困難な研究を独立して行う研究員
　又は学芸員の職務

３級

４級

１　特に高度の知識経験に基づき広範囲にわたる研究の調整、
　指導等を行う職務
２　専門研究員の職務、上席主幹研究員又は上席主幹学芸員の
　職務
３　特に高度の知識経験に基づき困難な研究を独立して行う
　主幹研究員又は主幹学芸員の職務

- 33 -



【医療職給料表（一）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

医師 3

計 3

主任医師 5

計 5

医療主幹 1

主幹 1

主任医師 1

計 3

課長 1

4

2

審議監 1

理事 1 1 5.0% 部長級

計 9

20 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計

5 25.0%　主任医師の職務２級

15.0%3

内訳 職制上の段階

１　審議監又は参事監の職務
２　困難な業務を行う本庁の課長又は参事の職務
３　困難な業務を行う地方機関の長の職務

45.0%9

１　本庁の課長又は参事の職務
２　本庁の課長補佐、主幹又は医療主幹の職務
３　地方機関の長又は副所長の職務

24.9% 課長級

所長

次長級15.0%

5

3

合計

主任医師級

医師級3 15.0%

5 25.0%

3 15.0% 課長補佐級3 15.0%

　医師の職務１級

４級

３級
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【医療職給料表(二）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

技師 21

計 21

主任 19

学校栄養職員 1

主任学校栄養職員 2

計 22

主任 26 50 27.6% 主任技師級

主査 9 11 6.0% 係長級

学校栄養職員 4

計 39

副主幹 18

主査 20

課長補佐 9

専門員 6

主幹 15 42 23.1% 係長級

次長 1 40 22.0% 課長補佐級

課長 3

主任学校栄養職員 8

専門学校栄養職員 2

計 82

参事 3

次長 2

部長 1

計 6

参事 6

所長 6

計 12

182 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

主任技師級
１　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う技師の職務
２  学校栄養職員の職務

21 11.5%21 11.5%

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階

課長級

12 6.6%

18 9.9%

12.1%22

１　困難な業務を行う主査又は主任学校栄養職員の職務
２　困難な業務を行う主任の職務
３  特に困難な業務を行う学校栄養職員の職務

45.1%82

２級

５級
１　課長補佐、主幹、副主幹又は専門学校栄養職員の職務
２　特に困難な業務を行う主査又は主任学校栄養職員の職務
３　地方機関の課長の職務

１　主査又は主任学校栄養職員の職務
２　主任の職務
３  困難な業務を行う学校栄養職員の職務

３級

４級 39 21.4%

3.3%
１　参事の職務
２　地方機関の長、次長又は部長の職務

６級

７級
１　困難な業務を行う参事の職務
２　困難な業務を行う地方機関の長、次長又は部長の職務

6

合計

- 35 -



【海事職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

船員 2

計 2

- -

計 0

各員 2

船員 0

技師 0 2 6.1% 業務技師級

各長 0 0 0.0% 航海士級

計 2

技師 5

主任船舶技師 10

機関長 4

船長 3

各員 1 1 3.0% 業務技師級

各長 1 8 24.1% 航海士級

２等航海士 1 17 51.5% 航海長級

２等機関士 1

計 26

機関長 1

船長 1 2 6.1% 中型船舶（二種）船長級

計 2

船長 1

計 1

33 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階

１級 　各手又は各員の職務

１　二等航海士、二等機関士、専門員又は技師（以下「二等航海士
　等」という。）の職務
２　各長の職務
３　困難な業務を行う各手又は各員の職務

２級

１　小型船舶の船長又は機関長の職務
２  一等航海士、一等機関士、通信長又は主任船舶技師（以下
　「一等航海士等」という。）の職務
３　困難な業務を行う二等航海士等の職務
４　困難な業務を行う各長の職務
５　特に困難な業務を行う各手又は各員の職務

1 3.0% 大型船舶（三種）船長級

2 6.1%

３級

１　中型船舶（２種）の船長又は機関長の職務
２　困難な業務を行う小型船舶の船長又は機関長の職務
３　困難な業務を行う一等航海士等の職務
４　特に困難な業務を行う二等航海士等の職務
５　特に困難な業務を行う各長の職務

４級

1 3.0%

合計

　困難な業務を行う大型船舶（３種）の船長又は機関長の職務

１  大型船舶（３種）の船長又は機関長の職務
２  困難な業務を行う中型船舶（２種）の船長又は機関長の職務

６級

５級

2 6.1%

業務技師級6.1%2

0 0.0%

26 78.8%

6.1%2
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【公安職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

巡査 132

計 132

巡査 123

巡査長 112

計 235

巡査長 415

主任 93

計 508

巡査長 4

主任 478

係長 103

計 585

係長 331

課長 37

班長 4

所長 1

副隊長 2

指導官 1

課長補佐 1

室長補佐 1

科長補佐 1

計 379

課長 38

課長補佐 42

科長補佐 1

所長補佐 2

場長補佐 1

隊長補佐 1

指導官 2

次席 5

所長 2

通信司令官 3

班長 12

副署長 2

計 126

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳

１　係長の職務
２　困難な業務を行う主任の職務

４級

１　警察本部の課長補佐又は班長の職務
２  警察署の課長の職務
３　困難な業務を行う係長の職務

５級

２級
１　巡査長の職務
２　困難な業務を行う巡査の職務

235 11.4%

１級 　巡査の職務 132 6.4%

巡査級
主任級

4.5%
(20.2%)

職制上の段階

367 17.8% 巡査級

93
(415)

24.7%508
１　主任の職務
２　困難な業務を行う巡査長の職務

３級

巡査級
主任級
係長級

23.3%
(5.0%)
(0.2%)

478
(103)
(4)

28.4%585

係長級
課長補佐級

16.1%
(2.3%)

331
(48)

18.4%379

１  警察本部の次席の職務
２  困難な業務を行う警察本部の課長補佐又は班長の職務
３  警察署の副署長の職務
４  困難な業務を行う警察署の課長の職務

６級 課長補佐級6.1%1266.1%126
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人 ％ 職名 人 人 ％ 段階
級 級別基準職務表に規定する基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

次席 9

副署長 7

副隊長 2

監察官 1

刑事官 3

災害対策官 1

管理官 1

管理監 1

調査官 2

計 35

課長 16

室長 1

隊長 2

企画官 5

次席 2

副署長 6

副校長 1

管理官 1

広報官　 1

指導官 1

計 38

総括参事官 6

参事官 4

校長 1

署長 9

計 20

2,058 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

合計

1.8% 課長級８級

１  困難な業務を行う警察本部の課長又は企画官の職務
２  特に困難な業務を行う警察本部の次席の職務
３  警察学校の副校長の職務
４  困難な業務を行う警察署の署長の職務
５  特に困難な業務を行う警察署の副署長の職務

38 1.8% 38

1.0% 部長級９級
１  警察本部の部長、総括参事官又は参事官の職務
２  警察学校の校長の職務
３  特に困難な業務を行う警察署の署長の職務

20 1.0% 20

課長級
（課長補佐級）

1.3%
(0.4%)

26
(9)

1.7%35

１　警察本部の課長（警察本部の室長を含む。以下同じ。）
　又は企画官の職務
２　困難な業務を行う警察本部の次席の職務
３  警察署の署長の職務
４  困難な業務を行う警察署の副署長の職務

７級
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【教育職給料表（一）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

実習助手 37

寄宿舎指導員 1

講師 2

計 40

教諭 2,270

栄養教諭 9

養護教諭 76

実習助手 83

寄宿舎指導員 9

指導主事 13

主幹 2

主査 1

計 2,463

主幹教諭 47

指導教諭 85

指導主事 1

計 133

副校長 8

室長補佐

教頭 83

計 91

校長 55

室長

計 55

2,782 100.0% ※職制上の段階は、級の区分けと同様

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

2.0%55

3.3%91

4.8%

職制上の段階

４級

３級 　県立学校の副校長又は教頭の職務

　県立学校の主幹教諭又は指導教諭の職務特２級 133

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳

※

88.5%2,463

2.0%55

合計

1.4%401.4%

１　県立学校の教諭、養護教諭、栄養教諭又は講師（講師にあつて
　は、任用の期限を付さない者及び地方公務員法第28条の4第1項
　又は第28条の5第1項の規定により採用された者に限る。）の職務
２　高度の知識又は経験を必要とする県立学校の実習助手又は
　寄宿舎指導員の職務

２級

　県立学校の講師、実習助手又は寄宿舎指導員の職務１級 40

　県立学校の校長の職務

3.3%91

4.8%133

88.5%2,463
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【教育職給料表（二）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

- -

計 0

教諭 4,729

養護教諭 341

栄養教諭 66

指導主事 27

講師 1

計 5,164

主幹教諭 83

指導教諭 86

指導主事 4

計 173

副校長 2

教頭 384

計 386

校長 352

計 352

6,075 100.0% ※職制上の段階は、級の区分けと同様

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

内訳 職制上の段階

0.0% 0

2.8%173

85.0%5,164

0.0%

2.8%

85.0%

※

5.8%352

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計

合計

４級 　小学校、中学校又は義務教育学校の校長の職務

３級

１級 　小学校、中学校又は義務教育学校の講師の職務 0

173特２級
　小学校、中学校又は義務教育学校の主幹教諭又は指導
教諭の職務

２級

　小学校、中学校又は義務教育学校の教諭、養護教諭、
栄養教諭又は講師（講師にあつては、任用の期限を付さ
ない者及び地方公務員法第28条の4第1項又は第28条
の5第1項の規定により採用された者に限る。）の職務

5,164

352 5.8%

　小学校、中学校又は義務教育学校の副校長又は教頭の
職務

6.4%3866.4%386
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【企業職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

技師 6

計 6

技師 8

主事 4

計 12

主任 18

専門員 2 18 16.4% 主任主事級

主査 5 7 6.4% 係長級

計 25

主査 12

副主幹 14 26 23.6% 係長級

主幹 5 6 5.5% 課長補佐級

支所長 1

計 32

課長補佐 5

室長補佐 1

主幹 14

課長 3

支所長 1

計 24

部長 1

発電所リニューアル推進監

工務調整監 1

計 2

課長 2

総務企画監 1

リニューアル推進監 1

工務調整監

センター長 1

部長 3

計 8

- -

計 0

理事 1

計 1

110 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

合計

0 0.0% 次長級

９級 　企業局理事の職務 1 0.9% 1 0.9% 部長級

8 7.3%

８級 　企業局次長又は企業局参事監の職務 0 0.0%

課長補佐級

６級
１  本局の課長、総務企画監又は参事の職務
２  総合管理センターの長、部長又は室長の職務

2 1.8%

10 9.1% 課長級

７級
１  困難な業務を行う本局の課長、総務企画監又は参事の職務
２  困難な業務を行う総合管理センターの長、部長又は室長の
　職務

５級
１　課長補佐（室長補佐を含む。）の職務
２　困難な業務を行う主幹の職務
３  総合管理センターの課長又は支所長の職務

24 21.8% 24 21.8%

16.4% 主任主事級

２級
　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事及び技師の
職務

12 10.9%

１級 　定型的な業務を行う主事及び技師の職務 6 5.5%

18

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階

29.1%32
１　主幹又は副主幹の職務
２　困難な業務を行う主査の職務

４級

22.7%25　主査又は主任の職務３級
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【技能労務職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

農業技術員 25

計 25

農業技術員 1

計 1

監視 1

監視長 1

技師 1

技術補佐 2

業務技師 13

事務補佐 4

土木巡視 3

労務技師 6

調理員 10

農務技師 6

介助員 3

計 50

監視 1

監視員 4

技師 20

技術補佐 3

技能技師 4

港湾監視員 1

事務補佐 5

調理士 2

道路パトロール員 11

動物管理技術員 3

土木巡視員 5

計 59

－ －

計 0

技師 9

技術補佐 1

道路パトロール員 6

事務補佐 3

技能技師 1

用務員 1

農務技師 2

監視 1

労務技師 1

調理士 0

計 23

158 100.0% ※職制上の段階は、級の区分けと同様

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

合計

５級  　特に高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務 0 0.0%

再任用 23 14.6%

３級 　相当高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務 50 31.6%

４級 　高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務 59 37.3%

２級 　相当の技能又は経験を必要とする業務を行う職務 1 0.6%

※

１級 　定型的な業務を行う職務 25 15.8%

158 100%

級 級別基準職務表に規定する標準的な職務内容
合計 内訳 職制上の段階
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【病院行政職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

主事 35

計 35

主事 5

計 5

主査 3

主任 12

専門員 1

計 16

主幹 2

副主幹 5

主査 6

計 13

課長補佐 4

主幹 4

計 8

総務企画監 1

計 1

課長 3

計 3

次長 1

計 1

計 0

4%3

1 1%

課長補佐級
（係長級）

　課長、総務企画監又は参事の職務

１　課長補佐（室長補佐を含む。以下同じ。）の職務
２　困難な業務を行う主幹の職務

１　主幹又は副主幹の職務
２　困難な業務を行う主査の職務

課長補佐級

5%4

部長級

次長級

課長級

1

13 16%

8

16%

8 10%

1%

６級

５級

４級

級別基準職務表に規定する基準となる職務

13

40

16

10%

1 1%

９級

　病院局次長又は県立病院事務局長の職務８級

　困難な業務を行う課長、総務企画監又は参事の職務７級

合計 内訳 職制上の段階

３級 　主査又は主任の職務

　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事又は技師の職務 5 6%

16 20%

級

49%

係長級
（主任主事級）

20%

主任主事級

１級 　定型的な業務を行う主事又は技師の職務 35 43%

２級
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【病院医療職給料表（一）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

医師 40

計 40

主任医師 22

医師 15

計 37

部長 9

副部長 35

副所長 1

主任医師 1

計 46

院長 1

副院長 4

所長 1

部長 24

室長 1

計 31

主任医師級

医師級40 26%

37 24%

46 30%

31 20%
課長級

（次長級）
（部長級）

課長補佐級
（課長級）

46 30%

31 20%

　医師又は歯科医師の職務１級 26%40

37 24%２級

１　病院の院長、統括副院長、副院長、所長（病院局長が定める職員に限
る。）
　又は室長の職務
２　病院の診療科の困難な業務を行う主任部長、統括部長又は部長の職
務

４級

　病院の診療科の部長、副部長、所長、副所長又は副室長の職務３級

　主任医師の職務

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階
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【病院医療職給料表(二）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

栄養士 1

視能訓練士 2

言語聴覚士 1

作業療法士 1

診療放射線技師 3

理学療法士 1

臨床検査技師 7

臨床工学技士 4

計 20

技師 5

栄養士 2

言語聴覚士 1

診療放射線技師 4

薬剤師 1

理学療法士 1

臨床検査技師 2

臨床工学技士 2

計 18

主任 5

栄養士 1

診療放射線技師 5

臨床検査技師 3

計 14

主任 5

作業療法士 1

主任診療放射線技師 1

主任薬剤師 2

主任理学療法士 2

主任臨床検査技師 4

診療放射線技師 7

理学療法士 1

臨床検査技師 4

臨床工学技士 4

計 31

副部長 5

副室長 1

主任栄養士 1

主任診療放射線技師 4

主任薬剤師 3

主任理学療法士 1

主任臨床検査技師 7

主任臨床工学技士 1

専門薬剤師 2

専門臨床検査技師 3

計 28

部長 2

計 2

部長 1

計 1

3%

28 25%

2 2%

3

係長級
（主任技師級）

20 18%

18 16%

45 39%

14

課長補佐級
（係長級）

課長級

1 1%

28 25%

27%31

１級

38 33%

１　技師の職務
２　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う栄養士等の職務２級

主任技師級

　栄養士、診療放射線技師、臨床検査技師、衛生検査技師、臨
床工学技士、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下
「栄養士等」という。）の職務

12%

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階

６級

７級 　困難な業務を処理する技術部長等の職務

１　主任栄養士、主任診療放射線技師、主任臨床検査技師、主
任衛生
　検査技師、主任臨床工学技士、主任理学療法士、主任作業療
法士、
　主任言語聴覚士又は主任薬剤師（以下「主任栄養士等」とい
う。）の
　職務
２　主任の職務

３級

１　副部長の職務
２　専門栄養士、専門診療放射線技師、専門臨床検査技師、専
門理学
　療法士、専門作業療法士、専門言語聴覚士又は専門薬剤師の
職務
３　特に困難な業務を行う主任栄養士等の職務

５級

４級

　技術部長又は薬剤部長（以下「技術部長等」という。）の職務

１　困難な業務を行う主任栄養士等の職務
２　困難な業務を行う主任の職務
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【病院医療職給料表(三）】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

計 0

看護師 130

助産師 5

計 135

看護師 83

助産師 17

計 100

主任 199

主任看護師 16

主任助産師 1

計 216

看護師長 21

副看護師長 45

主任看護師 29

主任助産師 2

計 97

副院長兼看護部長 1

参事 1

副部長 8

計 10

2%

313

看護師級

2% 総看護師長級

看護師長級

10

56%

235 42%

６級 　　副院長、看護部長、統括副部長又は副部長の職務 10

５級
１　看護師長又は副看護師長の職務
２　困難な業務を行う主任看護師等の職務

２級 　　助産師又は看護師（以下「看護師等」という。）の職務 135 24%

39%４級
１　主任看護師及び主任助産師（以下「主任看護師等」という。）の職務
２　主任の職務

216

97

３級 　　困難な業務を行う看護師等の職務 100 18%

17%

内訳 職制上の段階

１級 　准看護師の職務 准看護師級

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計
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【病院技能労務職給料表】

人 ％ 職名 人 人 ％ 段階

計 0

計 0

業務技師 1

計 1

計 0

計 0
５級 　　特に高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

４級 　　高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

　　相当高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務 1 100%３級 100%

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階

級別及び職制上の段階ごとの職員数（令和６年４月１日現在）　　相当の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

1

１級 　　定型的な業務を行う職務
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【特定任期付職員】

人 ％ 職名 人

計 0

計 0

センター長 1

計 1

計 0

計 0

計 0

計 0

1 100.0%

（注）　１　職員数には、再任用職員を含む
　　　　２　％欄は小数点以下第２位を四捨五入したもの

内訳

１号
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して
業務に従事する場合

0 0.0%

２号
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して
困難な業務に従事する場合

0 0.0%

級 級別基準職務表に規定する基準となる職務
合計

３号
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して
特に困難な業務に従事する場合

1 100.0%

４号
特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用
して特に困難な業務に従事する場合

0 0.0%

５号
特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用
して特に困難な業務で重要なもの従事する場合

0 0.0%

６号
極めて高度の専門的な知識経験又は優れた知見を有する者がそ
の知識経験等を活用して特に困難な業務で重要なもの従事する場
合

0 0.0%

合計

７号
極めて高度の専門的な知識経験又は優れた知見を有する者がそ
の知識経験等を活用して特に困難な業務で特に重要なもの従事
する場合

0 0.0%

- 48 -



Ⅳ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 １．勤務時間等 

 (１)勤務時間(令和６年４月１日現在) 
ア 勤務時間及び休憩時間は、原則として、次のように割り振られています。 

勤 務 時 間 休 憩 時 間 

８時３０分 ～ １７時１５分 １２時００分 ～ １３時００分 

イ 公務の運営上の事情により特別の勤務に従事する必要のある職員の勤務時間の割振りは、ア
に関わらず任命権者が別に定めています。 

ウ 上記のほか、下記区分により時差通勤を実施しています。 

区 分 勤 務 時 間 休 憩 時 間 

育児介護を行う職員 

 ９時００分 ～ １７時４５分 

１２時００分 ～ １３時００分 
 ８時００分 ～ １６時４５分 

 ７時３０分 ～ １６時１５分 

 ９時３０分 ～ １８時１５分 

夜 間 の 対 外 的 な 業 務 又 は 災 害 等 

突 発 的 な 業 務 に 従 事 す る 職 員 

１０時３０分 ～ １９時１５分 １２時００分 ～ １３時００分 

１３時００分 ～ ２１時４５分 １７時００分 ～ １８時００分 

長距離通勤を行う職員  ９時００分 ～ １７時４５分 １２時００分 ～ １３時００分 

朝 型 勤 務 

 ７時００分 ～ １５時４５分 

１２時００分 ～ １３時００分  ７時３０分 ～ １６時１５分 

 ８時００分 ～ １６時４５分 

繁 忙 期 に お い て 夜 間 に 

業 務 が 集 中 す る 職 員 

 ９時００分 ～ １７時４５分 １２時００分 ～ １３時００分
 

 ９時３０分 ～ １８時１５分 

 

障がいを有する職員 

 

 ９時００分 ～ １７時４５分  

１２時００分 ～ １３時００分 

 

 ８時００分 ～ １６時４５分 

 ９時３０分 ～ １８時１５分 

 
 (２)週休日 

ア 日曜日及び土曜日は、週休日(勤務時間が割り振られていない日)です。 
イ 公務の運営上の事情により特別の勤務に従事する必要のある職員の週休日は、任命権者が別

に定めています。 
 
 ２．休 日 

職員の休日は、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日
までの日(同法に規定する休日を除く。)で、休日は週休日ではなく、勤務時間は割り振られてい
ても、特に勤務することを命ぜられる者を除き、その勤務が免除される日です。 

 

 ３．休 暇 

 (１)年次有給休暇 
ア 職員には１年を通じて２０日の年次有給休暇が与えられます。 
イ 年次有給休暇は、職員が請求した時季に与えられますが、所属長が事務の都合により支障が

あると認めるときは、他の時季に変更することがあります。 
ウ 年次有給休暇に残日数がある場合は、２０日を限度に翌年に繰り越すことができます。 
  令和５年の年次有給休暇の使用状況は以下のとおりです。 

総 取 得 日 数 対 象 職 員 数 平均取得日数 

50,994 日 3,206 人 15.9 日 
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    (注)知事部局の一般職(技能労務職員を除く)を対象として集計したものです。 
 (２)その他の休暇 

その他の主な休暇は以下のとおりです。 

休 暇 の 種 類 休 暇 の 原 因 休 暇 の 期 間 

公務災害による休暇 
公務上の疾病にかかり又は傷害を受
けた場合 

３年以内 

病気休暇 
公務以外の原因により疾病にかかり
又は傷害を受けた場合 

９０日以内 

慶弔休暇 

 

 

 

 

職員の結婚 ７日 

忌引 

 

 

 

配偶者 １０日 
    （血族）（姻族） 
父  母 ７日  ３日 

子   ７日  ３日 
祖 父 母 ３日  １日 

孫   １日 
兄弟姉妹 ３日  １日 
叔伯父母 １日  １日 

生理休暇 
生理日の勤務が著しく困難な女性職
員 

その都度必要な期間 

産前産後の休暇 

 

出産する予定の女性職員 

 

産前８週間 
(多胎妊娠は１４週間) 
産後８週間 

 

特別休暇 

 

 

 

 

 

 

 

骨髄移植のための骨髄若しくは末梢
血幹細胞移植のための末梢血幹細胞
の提供希望者として、その登録を実
施する者に対して登録の申出を行
い、及び検査等を受け、又は配偶
者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者
に、骨髄移植のため骨髄若しくは末
梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞
を提供する場合[ドナ－休暇] 

その都度必要と認める日又
は時間 

 

 

 

職員が自発的に、かつ、報酬を得な
いで次に掲げる社会に貢献する活動
を行う場合[ボランティア休暇] 
①風水震火災等により相当規模の災

害が発生した被災地又はその周辺
地域における被災者を支援する活
動 

一の年において５日(①に掲
げる活動のうち知事が認め
る大規模災害に係るものに
あつては７日)を超えない範
囲内でその都度必要と認め
る日又は時間 

- 50 -



 

休 暇 の 種 類 休 暇 の 原 因 休 暇 の 期 間 

特別休暇(つづき) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②主として身体上若しくは精神上の
障害がある者又は負傷し、若しく
は疾病にかかった者に対して必要
な措置を講ずることを目的とする
施設における活動 

③①及び②に掲げる場合のほか、身
体上若しくは精神上の障害、負傷
又は疾病により常態として日常生
活を営むのに支障がある者の日常
生活を支援する活動 

④行政機関からの委嘱を受け、地域
社会において行う防災・防犯、交
通安全の推進、青少年の健全育成
又は環境美化のための活動  

 

 

 

 

 

 

 

妊娠中の女性職員が妊娠障害のため
勤務することが困難である場合 

１４日を越えない範囲でそ
の都度必要と認める日又は
時間 

職員が生後３年に達しない子を育て
る場合 

 

生後２年まで 
 １日２回、１回６０分 
生後２年から３年まで 
 １日２回、１回４５分 

配偶者の出産 

 

３日を越えない範囲でその
都度必要と認める日又は時
間 

配偶者が出産する場合であって、当
該出産に係る子又は小学校就学の始
期に達するまでの子を養育する職員
が、これらの子の養育のため勤務し
ないことが相当であると認められる
場合[男性職員の育児参加休暇] 

５日を超えない範囲内でそ
の都度必要と認める日又は
時間 

 

長期勤続の節目に当たる職員が、心
身の健康の維持及び増進を図るため
に勤務しないことが相当と認められ
る場合[リフレッシュ休暇] 

その都度連続する３勤務日
の範囲内で必要と認める期
間 

介護休暇の対象となる日常生活を営
むのに支障がある者(「要介護者」
という)の介護その他の世話を行う
場合[短期の介護休暇] 

５日を超えない範囲内でそ
の都度必要と認める日又は
時間(要介護者が２人以上の
場合にあっては１０日) 

介護休暇 

 

 

職員の配偶者、父母、子等が負傷、
疾病、又は老齢により２週間以上に
わたって日常生活を営むのに支障が
あり、その者の介護をする場合 

 

介護を必要とする一の継続
する状態毎に３回を超え
ず、かつ通算して６月を超
えない範囲内で指定する期
間(指定期間)内で必要と認
められる期間(時間単位分割
取得可) 
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Ⅴ 職員の休業の状況 
 
 １．育児休業等 

職員が子を養育する場合には、地方公務員の育児等に関する法律の規定に基づき休業(無給)
を申請することができます。 

なお、令和５年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員数及び、令和５年度に新た
に承認した職員数の内訳は以下のとおりです。 

                                (単位：人) 

区 分 男 性 職 員 女 性 職 員 合 計 

新たに育児休業等が取

得可能となった職員数 
４１６ ２９４ ７１０ 

育 児 休 業 １６５ ２９４ ４５９ 

部 分 休 業   １  ４３  ４４ 

 

 ２．自己啓発等休業 
職員が公務に関する能力の向上を図るため、大学等課程を履修する場合や国際貢献活動に参

加する場合には、地方公務員法の規定に基づき休業(無給)を申請することができます。 
なお、令和５年度に新たに承認した職員数の内訳は以下のとおりです。 

                                (単位：人) 

区 分 男 性 職 員 女 性 職 員 合 計 

大学等課程の履修 ０ ０ ０ 

国 際 貢 献 活 動 ０ ０ ０ 

 

 ３．配偶者同行休業 
職員が、外国で勤務等をする配偶者と生活を共にする場合には、地方公務員法の規定に基づ

き休業(無給)を申請することができます。 
なお、令和５年度に新たに承認した職員数の内訳は以下のとおりです。 

                                (単位：人) 

区 分 男 性 職 員 女 性 職 員 合 計 

外 国 で の 勤 務 ０ ０ ０ 

事業経営その他個人が業として行う活動 ０ ０ ０ 

外国の大学における修学 ０ ０ ０ 

そ の 他 ０ ０ ０ 
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Ⅵ 職員の分限及び懲戒の状況 

 

職員は、地方公務員法又は条例で定める事由による場合でなければ、本人の意に反して分限処分

や懲戒処分を受けることはありません。 

 

 １．分限処分 
 

分限処分は、公務能率を維持することを目的として、一定の事由がある場合に、職員の意に反

する不利益な身分上の変動をもたらす処分であり、その種類としては、降任、免職、休職及び降

給があります。 

ア．本人の意に反して、降任又は免職される場合は次のとおりです。 

(ア)勤務実績が良くない場合 

(イ)心身の故障のため、勤務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 

(ウ)(ア)及び(イ)の場合のほか、その職に必要な適格性を欠く場合 

(エ)職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合 

イ．本人の意に反して、休職される場合は次のとおりです。 

(ア)心身の故障のため、長期の休養を要する場合 

(イ)刑事事件に関し起訴された場合 

ウ．その他任命権者は、次の場合に職員を休職させることができます(分限条例第４条関係)。 

(ア)職員が学校、研究所その他これらに準ずる公共的施設において、職務に関連があると認め

られる学術に関する事項の調査、研究又は指導に従事する場合 

(イ)職員が水難、火災その他の災害により、生死不明又は所在不明となった場合 

 

令和５年度の処分状況は以下のとおりです。 

 
(単位：人)

処　　分　　事　　由 降　任 免　職 休　職 降　給 失　職 計

勤務実績がよくない場合 1 1

心身の故障の場合 263 263

職に必要な適格性を欠く場合 0

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

0

刑事事件に関し起訴された場合 0

分限条例第4条による場合 0

地公法第28条第4項により失職した者 0

計 0 1 263 0 0 264

(注)一般職(県費負担教職員を含む)を対象として集計したものです。
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 ２．懲戒処分 
 

懲戒処分は、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務における規律

と秩序を維持することを目的とする処分であり、その種類として、戒告、減給、停職及び免職が

あります。 

懲戒処分を受けるのは次の場合です。 

ア．地方公務員法やこれに基づく条例、規則、規程等に違反した場合 

イ．職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 

ウ．全体の奉仕者としてふさわしくない非行のあった場合 

 

令和５年度の処分状況は以下のとおりです。 

 (単位：人)

戒　告 減　給 停　職 免　職 計

5 1 2 4 12

うち道路交通法違反に係るもの 5 1 6

5 3 8

1 2 3

11 6 2 4 23

(注)一般職(県費負担教職員を含む)を対象として集計したものです。

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合

法令に違反した場合

処　　分　　事　　由

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあっ
た場合

計
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Ⅶ 職員の服務の状況 

 

職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行にあたっては、全力を

あげてこれに専念しなければならないこととされており、この趣旨を具体的に実現するため、服務

上の制約が課されています。 

 

 (１)法令等及び職務命令に従う義務 

職員は、その職務を遂行するにあたって、法令、条例、規則及び県の機関が定める規程に従

い、かつ、上司の職務上の命令に忠実に従わなければなりません。 

 

 (２)職務専念義務 

職員は、法律や条例に特別に定がある場合以外は、勤務時間及び職務上の注意力のすべてを

その職責遂行のために用い、県民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ職務の

遂行にあたっては全力をあげてこれに専念しなければなりません。 

研修を受ける場合や厚生に関する計画の実施に参加する場合等には、あらかじめ承認を得れ

ば、職務に専念する義務を免除される場合があります。 

 

 (３)信用失墜行為の禁止 

職員は、その職の信用を傷つけたり、職員の職全体の不名誉となる行為をしてはなりませ

ん。このような行為を行うことは、公務全体に対する県民の信頼を裏切ることにつながるため

です。 

 

 (４)秘密を守る義務 

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなりません。その職を退いた後も同様です。行政

の事務の内容は、広く県民に公開されるのが望ましいのですが、一方、職員はその職務を遂行

するにあたって、個人のプライバシーなど、事柄の性質上公にすることが望ましくない事項に

関与する場合があります。特定個人の秘密や仕事上の秘密を漏らすことは、個人の利益を侵害

し、公務に対する信頼性を失わせるだけでなく、公正な行政の執行にも支障を生じさせること

になります。 

 

 (５)政治的行為の制限 

職員は、特定の政治的活動を行うことが禁止されています。憲法上、集会、結社及び言論、

出版その他一切の表現の自由が保障されていますが、職員は、公務員としての地位にあること

により、政治的活動の自由について、一定の制約を受けます。これは、職員の政治的中立性の

確保の要請及び政治的影響からの職員の保護の必要性に基づくものです。 

 

 (６)争議行為等の禁止 

職員は、全体の奉仕者として、公共の福祉のために勤務するという地位にあることに基づい

て、争議行為等が禁止されています。 

 

 (７)営利企業への従事等の制限 

職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利企業を営むことを目的とする会社その他の団

体の役員等を兼ねることや自ら営利企業を営むこと、その他報酬を得ていかなる事業又は事務

にも従事することはできません。 
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Ⅷ　職員の退職管理の状況

１．再就職の状況(令和５年度)

職員の退職後の再就職の状況は、以下のとおりです。
単位：人

【備　　考】

・職員の退職管理の状況については、県庁ホームページでも公開しています。
　　https://www.pref.oita.jp/soshiki/11200/taishokukanri.html

21 39警 察 本 部 4 14

5 17教 育 委 員 会 12

6病 院 局 6

企 業 局 1

再 就 職 者
合 ＿ ＿ 計再任用職員 非常勤職員

任 命 権 者
公 _ 社 _ 等
外 郭 団 体

そ＿の＿他
団体・企業

大 分 県

知 事 部 局 11 199 69

1

108

- 56 -



Ⅸ 職員の研修の状況 
 

本県では、「大分県人材育成方針（平成２８年３月改定）」を策定し、その中で目指すべき
「人材像」とそれを支える「組織風土」として「自ら考え自ら行動する職員」と「人を育て人を
活かす組織」を掲げ、その具体的な育成策も示しています。 

これら人材の育成策において、「職員研修」の充実は必要不可欠であり、人材育成の中心的な
役割を担うものと位置づけ、その充実、強化に努めています。 

令和５年度の職員研修の実施状況は、以下のとおりです。 
 
 (１)自治人材育成センター等研修 

職務を遂行するために必要な資質・能力・技能等の体系的、集中的な習得や新しい行政課題の
解決策、政策形成・管理能力等の専門的な能力の習得等を目的として、各種研修を実施していま
す。 

 
  ア．知事部局、行政委員会、企業局、病院局等 

研 修 名 受講者数 内 容 

一般研修 4,556 人 
 

 

 

 

 

 

 

 

階層別研修 
新採用職員研修、中堅職員研
修、新任係長級研修、新任課長
級研修 等 

1,338 人 

 

公務員に求められる基本的な知識や求め
られる資質・姿勢等を習得させる(必
須)。 

キャリアアップ研修 
創造力・企画力向上研修、情報
収集・分析力向上研修、地域政
策スクール、コーチング研修 
等 

856 人 

 

 

政策形成能力等政策県庁を支える人材に
不可欠な能力の開発、スキルの向上を図
る(必須選択制)。 

行政実務研修 
 おおいた徴収カレッジ、簿記・ 
会計研修 等 

406 人 業務に直結した職務能力の向上を図る。 

その他研修 
通信講座 等 

934 人 職員の自己啓発を促進するための研修等
を実施する。 

組織支援研修 
新任班総括研修、マネジメント研
修、評価者研修、新採用職員指導担
当者研修 等 

1,022 人 

 

組織で人材を育成し、組織の中で活かす
ため、指導者としての役割を発揮するた
めの知識や技能、態度等を習得させる。 

 

  イ．教育庁 

研 修 名 受講者数 内 容 

基本研修 
 初任者、新規採用者、ステップアッ
プ、フォローアップ、中堅教諭等資質
向上、キャリアアップ、採用前、臨時
講師 

6,245 人 
 
 
 

教職員に求められる基本的な資質能力の
定着及び実践的指導力の向上を図る。 
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職能研修 
 管理職、主任等、専門 

6,601 人 ・校内のリーダーとしての資質能力の向
上を図る。 

・職務遂行に必要な専門的知識・技能の
習得を図る。 

課題別研修 
 テーマ別、出前、オンデマンド 

 

 

5,285 人 

 

 

・教職員一人一人のキャリアに応じた教
育課題の解決や重点取組の推進に向け
た知識・技能の向上を図る。 

・市町村教育委員会や各学校等の要請に
応じ、地域・学校における教育課題の
解決に向けた実践的指導力の向上を図
る。 

特別研修 
 派遣、その他 

 

 

 

227 人 

 

 

・教科指導や生徒指導、教育相談に関す
る専門性を高め、地域・学校のリーダ
ーとしての実践的指導力の向上を図
る。 

 

  ウ．警察本部 

研 修 名 受講者数 内 容 

採用時教養 

 

145 人 新規採用職員を対象に、職務の遂行に必
要な基礎的な知識及び技能を修得させ
る。 

昇任時教養 

 

14 人 

 

昇任者及び昇任予定者を対象に、その職
務に必要な知識及び技能を修得させる。 

専科教養等 

 

308 人 

 

現任警察職員を対象に、特定の分野に関
する専門的な知識及び技能を修得させ
る。 

 

 (２)派遣研修 
県の組織内では得られない異なった組織風土や業務内容を経験することで、より専門的で幅広

い知識を習得することを目的として、国や他の地方公共団体、大学(院)等の教育機関、民間企業
等への派遣研修を実施しています。 

 
 （３）部局別専門・技術研修 
   福祉、農業（普及）、土木関係業務や会計事務、各技術分野における試験研究等の職務遂行のた

めに必要となる専門的能力・技術を主体的に育成するため、各部局が計画的・専門的な研修を実
施しています。 

 
 (４)職場研修 

職員研修機関では補えない職員一人ひとりの特性や、知識、技術等の習熟状況等に応じたきめ
細かな能力開発を行うため、各職場の日常業務を通じて、職員の能力開発を行っています。 
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Ⅹ 職員の福祉及び利益の保護の状況 
 
 １．職員の厚生制度 
 

安全で快適な職場環境づくりと職員の健康の保持増進を推進するとともに、元気回復その他の
厚生に関する各種事業を実施しており、その主な内容は次のとおりです。 

 
 (１)健康診断の実施状況(令和５年度)  

健 康 診 断 の 種 別 実施時期 受診者数 

定期健康診断   

 知事部局、行政委員会等 ６～８月 ３,８８３人 
 企業局 ６～８月 １２６人 
 病院局 ６～８月 ７５３人 
 教育庁、県立学校 ６～10 月 ３,１１３人 
 警察本部 ５～７月 ２,４１４人 

特別健康診断   

 知事部局、行政委員会等 
(ＶＤＴ、船員、放射線業務従事者、有機溶剤取扱業務従事者 等) 

６～３月 １,７１１人 

 企業局 
(交替制勤務職員、ＶＤＴ 等) 

４～１月 １３１人 

 病院局 
(特定業務従事者、電離放射線業務従事者、有機溶剤取扱業務従事者 等) 

５～12 月 ８０３人 

 教育庁、県立学校 
(ＶＤＴ、電離放射線業務従事者、有機溶剤取扱業務従事者 等) 

６～７月 １９０人 

 警察本部 
(白バイ・パトカー乗務員、ＶＤＴ、有機溶剤取扱業務従事者 等) 

４～３月 ２９９人 

   (注)特別健康診断の受診者数は、延べ数で計上しています。 
 
 (２)職員の安全衛生管理の実施状況(令和５年度)  

実 施 事 項 

総括安全衛生委員会の開催(各任命権者毎) 
安全・衛生委員会の開催(50 人以上の所属及び土木事務所) 
地区安全衛生協議会等の開催(知事部局) 
職場巡視の実施 
職場環境整備の実施 
受動喫煙防止対策の実施 
安全管理者、衛生管理者の養成 

 

 (３)職員住宅の設置状況(令和６年４月１日現在) 

部 局 名 設置棟数(戸数) 

知 事 部 局  ２７棟(５６６戸) 

企 業 局   ２棟( ２５戸) 

病 院 局   ２棟( ６４戸) 

教 育 庁  １２棟(１６９戸) 

警 察 本 部  ４１棟(４６３戸) 
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 ２．公務災害補償制度 
 

地方公務員災害補償法により、職員が公務上または通勤途上において負傷、疾病、死亡等の災
害を受けた場合に、その損害に対して補償が行われます。 

令和５年度における地方公務員災害補償基金大分県支部の認定状況等は、以下のとおりです。 
 

                                   (単位：件) 

区 分 受理件数 認 定 件 数 取 下 

公 務 上 公 務 外 計 

公務災害  ２６９ 

 (１８１) 

 ２４９ 

 (１７０) 

   ４ 

   (４) 

 ２５３ 

 (１７４) 

   １ 

   (１) 

通勤災害   １５ 

  (８) 

  １７ 

  (８) 

   １ 

   (１) 

  １８ 

  (９) 

   ０ 

   (０) 

   (注)括弧書きは、市町村職員分を控除した県職員のみの件数で、内数として再掲しています。 
     また、認定件数には、前年度からの繰越に係るものを含みます。 
 
 
 ３．公益通報制度 
 

職員の法令遵守の確保を図るため、平成１８年４月１日から公益通報制度を実施しています。 
これは、職務上の法令違反等の行為について、内部通報を行った職員が不利な取扱を受けない

よう保護する制度です。 
なお、令和５年度の通報件数は、以下のとおりです。 
 

部 局 名 公益通報件数 

知 事 部 局   ０ 件 

企 業 局   ０ 件 

病 院 局   ０ 件 

教 育 庁   ０ 件 

警 察 本 部   ０ 件 

行 政 委 員 会   ０ 件 
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大分県人事委員会の 

 

業 務 の 状 況 



Ⅰ 職員の競争試験及び選考の状況 

 

１ 採用の概況 

 （１）採用試験 

職員の採用は、原則として、競争試験によるものとされている。 

令和５年度に実施した各種採用試験の試験日、受験資格等は表１のとおりであり、申込

者数、競争率等は表２のとおりである。 

 

（２）採用選考 

職員の採用は競争試験によるものとされているが、採用試験を行っても十分な競争者が

得られない場合や職務と責任の特殊性により職務遂行能力について職員の順位の判定が困

難である場合などは、選考により採用を行うことができることになっている。 

    選考により採用できる職は、職員の任用に関する規則（昭和 32 年人事委員会規則第 11 

号）第 14 条に定められており、行政職係長級以上の職や医師、看護師等の職のほかは人事 

委員会による選考職の承認が必要である。 

    令和５年度は、獣医師や児童自立支援専門員等 23 職種（包括承認を含む。）について選 

考職の承認を行った。そのうち、獣医師や薬剤師等の 13 職種について任命権者による選考 

考査が実施され、障がい者を対象とした３職種や職業訓練指導員等の７職種について人事 

委員会が選考考査を実施した。 

採用選考の実施状況は、表３のとおりである。 
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表１　各種採用試験の日程等

採用候補者名簿

確 定 年 月 日

第１次試験 (採用選考は最終合格発表日)

上級
　 心理以外
　 平6.4.2から平14.4.1までに生まれた者
　 心理

令5.7.4 　 昭54.4.2から平14.4.1までに生まれた者
論文・専門記述・ 　　（平14.4.2以降に生まれた者で大学卒・

令5.6.18 適性       卒見の者を含む。）

（日） 医療Ⅰ
令5.7.25～8.2 　 管理栄養士
（面接） 　    平6.4.2から平14.4.1までに生まれた者

 　保健師
　    昭54.4.2から平15.4.1までに生まれた者
　 ※ その他試験区分ごとに、資格・免許等の
        受験資格を要するものがある。
上級

令5.4.16 　 行政（先行実施枠）
（論文） 　    平10.4.2から平14.4.1までに生まれた者

令5.4.16 令5.5.16～19 　　（平14.4.2以降に生まれた者で大学卒・

（日） （面接）       卒見の者を含む。）
※行政、総合土木 　 農業、畜産、総合土木（先行実施枠）
令5.5.30～31 　    平6.4.2から平14.4.1までに生まれた者
（面接） 　　（平14.4.2以降に生まれた者で大学卒・
※農業、畜産       卒見の者を含む。）

上級

令5.11.26 令6.1.13～14 　 農業、林業

（日） （面接） 　    平6.4.2から平14.4.1までに生まれた者
　　（平14.4.2以降に生まれた者で大学卒・
      卒見の者を含む。）
上級

令5.4.16 　 行政（一般）

（日） 　    昭39.4.2以降に生まれた者
　    民間企業等における職務経験５年以上

令5.9.4 上級

～ 　 行政（一般）、行政（ＩＣＴ）、農業、畜産、

令5.9.24 　 総合土木
※ﾃｽﾄｾﾝﾀｰ 　    昭39.4.2以降に生まれた者

方式 　    民間企業等における職務経験５年以上
初級

令5.10.14 　 平14.4.2から平18.4.1までに生まれた者
作文・専門記述・ 　　（大学卒・卒見の者は含まない。）
適性 医療Ⅱ

令5.9.24 　 臨床検査技師、理学療法士、作業療法士

（日） 令5.10.25～30 　    平6.4.2から平15.4.1までに生まれた者
（面接）     ※ その他試験区分ごとに、免許等の受験

　　    資格を要するものがある。

　 平2.4.2以降に生まれた男性で、大学卒
令5.6.4  　 （卒見）の者

令5.5.14 適性・論文・

（日） 体力試験Ⅱ 　 平2.4.2以降に生まれた女性で、大学卒
令5.6.30～7.1 　 （卒見）の者
（面接）

　 平2.4.2から平18.4.1に生まれた男性で、
令5.10.15 　 大学卒 （卒見）以外の者

令5.9.17 適性・作文・

（日） 体力試験Ⅱ 　 平2.4.2から平18.4.1に生まれた女性で、
令5.11.3～5 　 大学卒 （卒見）以外の者
  （面接）

令5.5.14 行政、教育事務、警察事務

令5.5.14 （論文・適性） 　 昭59.4.2から平14.4.1までに生まれた者 令5.7.12

（日） 令5.6.21～22 最終合格発表
（面接） ※ その他、障害者手帳等の所持条件有り。

令5.10.15 行政、教育事務、警察事務

令5.10.15 （作文・適性） 　 昭59.4.2から平18.4.1までに生まれた者 令5.12.7

（日） 令5.11.16～17 最終合格発表

（面接） ※ その他、障害者手帳等の所持条件有り。

試験の種類
試　験　日 受　験　資　格

(主なものだけを掲載)
第２次試験

令5.8.18

職　員　採　用

上　  級　  試　  験
（社会人経験者）

（第１回）

令5.6.14

    令5.4.16
　　（論文）
    令5.6.3～4
　　（面接）

職　員　採　用
　

初　　級　　試　　験
医療免許資格職試験Ⅱ

職　員　採　用

上　  級　  試　  験
（先行実施枠）

令5.6.1
（行政、総合土木）

令5.6.14
（農業、畜産）

職　員　採　用

上　  級　  試　  験
（追加募集）

令6.1.25

職　員　採　用

上　  級　  試　  験
（社会人経験者）

（第２回）

    令5.10.14
　　（論文・専門記述）
    令5.11.11～12
　　（面接）

令5.11.29

令5.11.10

職　員　採　用

上　  級　  試　  験
医療免許資格職試験Ⅰ

職 員 採 用
障がい者対象選考
（大学卒業程度）

職 員 採 用
障がい者対象選考
（高等学校卒業程度）

警 察 官 Ａ
採 用 試 験

警 察 官 Ａ
（ 女 性 ）
採 用 試 験

令5.7.25

警 察 官 Ｂ
採 用 試 験

令5.11.29
警 察 官 Ｂ
（ 女 性 ）
採 用 試 験
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採用候補者名簿

確 定 年 月 日

第１次試験 (採用選考は最終合格発表日)

試験の種類
試　験　日 受　験　資　格

(主なものだけを掲載)
第２次試験

職 員 採 用 選 考
(職業訓練指導員)

 令5.7.2
　  　  (日)

令5.8.8
（面接試験）

職業訓練指導員（電気設備・情報処理）
　昭59.4.2以降に生まれた者
職業訓練指導員（造園）
　 昭54.4.2以降に生まれた者
職業訓練指導員（竹工芸）
   昭49.4.2以降に生まれた者

令5.8.18
最終合格発表

職 員 採 用 選 考
( 研 究 員 )

 令5.7.9
　　    (日)

令5.8.22
（研究実績評価
　・面接試験）

研究員（電子・情報）
研究員（機械）
研究員（食品）
   昭59.4.2以降に生まれた者

令5.8.31
最終合格発表

職 員 採 用 選 考
(児童自立支援専門員)

 令5.9.17
　　    (日)

令5.10.20
（面接試験）

児童自立支援専門員
　 昭39.4.2以降に生まれた者

令5.11.10
最終合格発表
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表２　各種採用試験の実施状況

年度

項目

種
類

試験区分

行 政 82 370 302 98 3.1 61 99 372 294 118 2.5 82 32 297 218 32 6.8 18

行 政
（ 先 行 実 施 枠 ）

25 360 336 25 13.4 14 25 381 357 25 14.3 18 40 322 297 40 7.4 26

行 政
（ 一 般 ・ 社 会 人 ① ）

13 387 277 16 17.3 14 14 303 193 16 12.1 13 15 255 180 15 12.0 12

行 政
（ 一 般 ・ 社 会 人 ② ）

8 307 265 8 33.1 8

行 政
（ Ｉ Ｃ Ｔ ・ 社 会 人 ）

2 18 15 2 7.5 2 1 12 9 1 9.0 1 2 12 11 2 5.5 1

教 育 事 務 15 49 42 15 2.8 12 8 38 29 8 3.6 7 16 52 41 16 2.6 12

警 察 事 務 9 45 36 9 4.0 8 5 34 32 6 5.3 5 4 29 22 5 4.4 4

心 理 5 7 7 2 3.5 2 7 21 19 6 3.2 5 12 17 13 6 2.2 6

司 書 1 19 16 1 16.0 0 2 19 17 2 8.5 2 1 18 16 1 16.0 1

建 築 2 6 5 2 2.5 1 3 3 3 1 3.0 1 3 6 5 2 2.5 2

建 築
（ 追 加 募 集 ）

2 5 4 2 2.0 2

化 学 4 19 12 4 3.0 3 5 20 14 6 2.3 5 2 12 9 2 4.5 2

農 業 16 26 21 10 2.1 9 19 31 25 9 2.8 6 12 23 10 4 2.5 2

農 業
（ 先 行 実 施 枠 ）

  21 33 30 18 1.7 12

農 業
（ 社 会 人 経 験 者 ）

3 11 6 3 2.0 3 4 6 6 2 3.0 2

農 業
（ 追 加 募 集 ）

11 17 13 9 1.4 8 9 18 13 5 2.6 5

畜 産 6 4 3 2 1.5 1 5 6 5 3 1.7 2 8 7 4 3 1.3 2

畜 産
（ 先 行 実 施 枠 ）

  8 13 13 8 1.6 3

畜 産
（ 社 会 人 経 験 者 ）

2 5 4 2 2.0 2 2 5 5 2 2.5 2

畜 産
（ 追 加 募 集 ）

2 2 1 0 - 0

林 業 6 12 8 4 2.0 3 2 10 7 2 3.5 1 7 7 7 2 3.5 1

林 業
（ 社 会 人 経 験 者 ）

2 7 6 2 3.0 2

林 業
（ 追 加 募 集 ）

6 8 7 4 1.8 4

水 産 5 18 11 6 1.8 6 5 17 12 4 3.0 4 2 9 5 1 5.0 1

水 産
（ 社 会 人 経 験 者 ）

2 6 3 2 1.5 2

総 合 土 木 47 122 93 42 2.2 11 31 26 11 6 1.8 3 8 24 6 2 3.0 2

総 合 土 木
（ 先 行 実 施 枠 ）

40 92 84 40 2.1 9 60 47 46 33 1.4 19

総 合 土 木
（ 追 加 募 集 ）

18 14 11 5 2.2 5

総 合 土 木
（ 第 ２ 回 ）

15 29 20 7 2.9 7

総 合 土 木
（ 社 会 人 経 験 者 ）

5 20 14 5 2.8 3 4 13 8 3 2.7 3 5 13 10 5 2.0 5

機 械 3 13 10 3 3.3 3 4 8 5 1 5.0 1

電 気 3 10 7 3 2.3 3 1 9 6 1 6.0 1

鑑 定 （ 法 医 ）   1 6 4 1 4.0 1

計 266 1,541 1,241 258 4.8 165 320 1,475 1,172 281 4.2 191 288 1,546 1,243 219 5.7 153

総 合 土 木 2 5 5 2 2.5 1 4 9 5 2 2.5 2 3 5 5 3 1.7 2

計 2 5 5 2 2.5 1 4 9 5 2 2.5 2 3 5 5 3 1.7 2

行 政 15 120 101 18 5.6 10 15 141 112 18 6.2 14 10 99 82 10 8.2 7

教 育 事 務 6 61 50 6 8.3 5 3 22 18 3 6.0 2 6 40 36 6 6.0 3

警 察 事 務 10 82 73 10 7.3 6 4 46 37 4 9.3 4 4 48 37 4 9.3 4

林 業 2 7 4 2 2.0 2 1 4 4 1 4.0 1 3 4 3 2 1.5 2

総 合 土 木 5 11 9 6 1.5 4 6 13 11 6 1.8 4 7 17 13 7 1.9 4

電 気  2 5 5 2 2.5 2  

計 38 281 237 42 5.6 27 31 231 187 34 5.5 27 30 208 171 29 5.9 20

Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

採

用

予

定

者

数

採

用

者

数

採

用

予

定

者

数

申

込

者

数

受

験

者

数

Ａ

合

格

者

数

Ｂ

競

争

率

Ａ

Ｂ

採

用

者

数

採

用

予

定

者

数

申

込

者

数

受

験

者

数

Ａ

合

格

者

数

Ｂ

競

争

率

Ａ

Ｂ

採

用

者

数

上
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
級

申

込

者

数

受

験

者

数

Ａ

合

格

者

数

Ｂ

競

争

率

Ａ

Ｂ

中
級

初
　
　
級
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表２　各種採用試験の実施状況

年度

項目

種
類

試験区分

Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

採

用

予

定

者

数

採

用

者

数

採

用

予

定

者

数

申

込

者

数

受

験

者

数

Ａ

合

格

者

数

Ｂ

競

争

率

Ａ

Ｂ

採

用

者

数

採

用

予

定

者

数

申

込

者

数

受

験

者

数

Ａ

合

格

者

数

Ｂ

競

争

率

Ａ

Ｂ

採

用

者

数

申

込

者

数

受

験

者

数

Ａ

合

格

者

数

Ｂ

競

争

率

Ａ

Ｂ

管 理 栄 養 士 2 22 19 2 9.5 2 3 34 30 3 10.0 3 2 11 7 2 3.5 1

保 健 師 15 32 31 17 1.8 15 5 22 22 6 3.7 3 19 33 29 16 1.8 12

計 17 54 50 19 2.6 17 8 56 52 9 5.8 6 21 44 36 18 2.0 13

診 療 放 射 線
技 師

1 13 11 1 11.0 1 3 23 21 3 7.0 3  

臨 床 検 査
技 師

1 27 21 1 21.0 1  2 8 8 2 4.0 2

理 学 療 法 士 1 10 9 1 9.0 1 1 5 4 1 4.0 1 1 3 3 1 3.0 1

作 業 療 法 士 1 7 6 1 6.0 1  1 2 2 1 2.0 1

計 4 57 47 4 11.8 4 4 28 25 4 6.3 4 4 13 13 4 3.3 4

上・中・初級、
医療Ⅰ･Ⅱ　　計

327 1,938 1,580 325 4.9 214 367 1,799 1,441 330 4.4 230 346 1,816 1,468 273 5.4 192

警 察 官 Ａ
( 一 般 ）

27 119 89 32 2.8 22 18 128 98 23 4.3 17 23 96 66 29 2.3 20

警 察 官 Ａ
（ 女 性 ・ 一 般 ）

8 37 29 8 3.6 4 15 43 38 20 1.9 10 8 43 34 12 2.8 9

警 察 官 Ｂ
（ 一 般 ）

32 223 165 38 4.3 31 29 168 112 35 3.2 29 24 158 117 26 4.5 20

警 察 官 Ｂ
( 女 性 ・ 一 般 ）

8 63 44 8 5.5 6 15 61 44 17 2.6 17 10 68 38 12 3.2 10

計 75 442 327 86 3.8 63 77 400 292 95 3.1 73 65 365 255 79 3.2 59

402 2,380 1,907 411 4.6 277 444 2,199 1,733 425 4.1 303 411 2,181 1,723 352 4.9 251

(採用選考考査実施状況)

一 般 事 務 6 39 32 4 8.0 4 6 37 26 4 6.5 2

教 育 事 務 2 30 24 2 12.0 2 2 28 21 2 10.5 2

警 察 事 務 2 10 8 1 8.0 1 1 6 4 1 4.0 1

行政（大学卒業程度） 4 14 12 2 6.0 1

教育事務（大学卒業程
度 ）

1 13 10 1 10.0 1

警察事務（大学卒業程
度 ）

1 3 2 1 2.0 0

行政（高校卒業程度） 3 12 9 2 4.5 2

教育事務（高校卒業程
度 ）

1 8 5 1 5.0 1

警察事務（高校卒業程
度 ）

1 4 3 0 - 0

1 3 0 0  0 1 0 - - -

1 1 1 1 1.0 1

1 2 2 1 2.0 1 1 1 1 1 1.0 1  

1 2 2 1 2.0 1  

1 0 0 0  0

1 2 2 1 2.0 1

1 0 0 0  0 1 1 1 0  0

1 1 1 0  0 1 2 2 1 2.0 1  

1 1 1 1 1.0 1

1 0 0 0  0 1 3 3 1 3.0 1

3 4 4 2 2.0 1 3 2 2 1 2.0 1 5 9 8 5 1.6 5

1 3 3 1 3.0 1

1 6 4 1 4.0 1

1 3 3 1 3.0 0 1 4 3 1 3.0 1

1 1 1 0 - 0

 1 1 1 1 1.0 1  

9 8 7 4 1.8 4  

研 究 員
（ 電 子 ・ 情 報 ）

研 究 員
（ 機 械 ）

無 線 技 術 士

保 健 師

研 究 員
（ 食 品 ）

研 究 員
（ 化 学 ・ 材 料 化 学 ）

職 業 訓 練 指 導 員
（ 建 築 ） ２ 回 目

職 業 訓 練 指 導 員
（ 空 調 配 管 ） 1 回 目

職 業 訓 練 指 導 員
（ 空 調 配 管 ） 2 回 目

職 業 訓 練 指 導 員
（ 造 園 ）

職 業 訓 練 指 導 員
（ 竹 工 芸 ）

児 童 自 立 支 援 専 門 員

職 業 訓 練 指 導 員
（電気（電気・電子システム系））

職 業 訓 練 指 導 員
（ 建 築 ） １ 回 目

障
が
い
者
対
象

職 業 訓 練 指 導 員
（電気(電気設備・情報処理））１回

目
職 業 訓 練 指 導 員
（電気(電気設備・情報処理））２回

目

職 業 訓 練 指 導 員
（建築システム系）１回目

医
　
　
療
　
　
Ⅰ

医
　
　
　
療
　
　
　
Ⅱ

警
　
　
　
察
　
　
　
官

採用試験  合計
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　表３　採用選考の実施状況

任命権者

職種　　　　   年 度 R3 R4 R5 R3 R4 R5 R3 R4 R5 R3 R4 R5 R3 R4 R5

部 長 級 2 1 2 1

事 次 長 級 1 1

課 長 級 1 2 2 1 1 3 1 3

課 長 補 佐 級 1 1 1 1

務 係 長 級 1 1 1 1

主 任 ・ 主 事 級 1 2 4 4 2 1 6 4 4

4 2 3 2 2 2 1 1 7 5 5

2 1 5 2 1 5

1 1

3 1 2 3 1 2

1 1 1 1

1 1

1 1

5 1 6 5 1 6

5 4 5 2 7 4 5

3 3 2 3 3 2

1 2 1 2 2

4 3 4 28 28 29 32 31 33

1 1

2 2 2 2

1 3 2 1 3 2

18 32 27 18 32 27

4 4

1 1 2 1 1 2

24 17 15 24 17 15

1 1

2 2 2 2

1 1

1 1

1 1

2 2 2 2

3 3

1 1 1 1

33 24 38 9 8 7 29 19 19 50 67 67 121 118 131

警 察 犬 訓 練 士

言 語 聴 覚 士

計

診 療 情 報 管 理 士

医療ソーシャルワー
カ ー

臨 床 工 学 技 士

研究員（文書・心理）

技 術

航 空 整 備 士

埋 蔵 文 化 財

公 安

助 産 師

看 護 師

保 健 師

職 業 訓 練 指 導 員

研 究 員

医 師

歯 科 医 師

病 院 薬 剤 師

農 業

畜 産

林 業

獣 医 師

薬 剤 師

障 が い 者 ( 事 務 )

児童自立支援専門員

無 線 技 術 士

土 木

知　　事 教育委員会 警察本部長 病院局長 合　　計
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Ⅱ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

 

   人事委員会は、地方公務員法の定めにより、給与、勤務時間その他の勤務条件等に関する制

度について絶えず研究を行い、給料表の適否について、毎年少なくとも１回、県議会及び知事

に報告するとともに、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し講ずべき措置について、随時、

県議会及び知事に勧告することができることとなっている。 

   このため、本委員会は、昭和 27 年以来、毎年県内の民間事業所の給与実態を調査し、職員

の給与との比較を行うとともに、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員給与やその他の

事情をも考慮して、一般職の職員の給与等に関する報告を行い、必要に応じて勧告を行ってき

ている。 

   本委員会が、以上の報告及び勧告の基礎資料を得るために令和５年に実施した調査の主なも

のは、次の表のとおりである。 

 
給与等に関する報告及び勧告に関連する調査一覧 

 

調 査 区 分 内          容 

職 員 給 与 等 

実 態 調 査 
 一般職の職員 14,953 人について給料、諸手当の支給状況等を調査 

 

 

職種別民間給与 

実 態 調 査 

 

 

人事院と共同して民間の 138 事業所の従業員の給料、諸手当、初任給 

及び給与改定の状況等を調査 

○調査事業所 … 企業規模 50 人以上、かつ、事業所規模 50 人以上 

○調査職種 …… 76 職種（行政職相当職種 22 職種、その他職種 54 職種） 

○調査実人員 … 5,359 人（初任給関係 453 人、初任給関係以外の調査

職種 4,906 人） 

国及び他の都道府県 

職員の給与関係 
 人事院勧告並びに国及び他の都道府県の給与制度等を調査 

生計費等の調査  生計費及び消費者物価指数等の調査 

 

このような調査結果を踏まえ、本委員会は県議会及び知事に対し、令和５年 10 月３日に一

般職の職員の給与等に関する報告及び勧告を行ったが、その概要は次のとおりである。 

なお、職員の給与等に関する報告及び勧告並びにその参考資料は、大分県ホームページに掲

載している（https://www.pref.oita.jp/soshiki/22000/05kankoku.html）。 
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令和５年 職員の給与等に関する報告及び勧告の概要 
令和５年 10 月３日 

大 分 県 人 事 委 員 会  

 
   

  月例給、期末・勤勉手当ともに引上げ 

  １ 月例給の引上げ 

    初任給及び若年層に重点を置き、給料月額を引上げ 

  ２ 期末・勤勉手当の引上げ（0.10 月） 
  

１ 人事委員会勧告制度の基本的な考え方 

  本委員会は、職員の給与等について、地方公務員法の趣旨を踏まえ、国及び他の地方

公共団体の職員の給与、民間の給与、その他の事情を考慮して報告及び勧告を実施 
 

２ 職員給与と民間給与との比較 

  企業規模 50 人以上、かつ、事業所規模 50 人以上の県内民間事業所 427 のうちから無

作為に 138 の事業所を抽出し、本年４月分の給与等を調査 

 ⑴ 月例給 

   民間の事務・技術関係職種の従業員の給与と本県の行政職給料表適用職員の給与に

ついて、主な給与決定要素である役職段階・学歴・年齢の同じ者同士をラスパイレス

方式により比較 

民 間 給 与（Ａ） 職 員 給 与（Ｂ） 較 差（Ａ）－（Ｂ） 

354,136 円 350,222 円 3,914 円（1.12％） 

   （注）１ 民間、職員ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない（比較対象職員の平

均年齢は、41.7 歳） 

       ２ 職員給与については、知事部局等における定期人事異動後の給与を用いて比較した。 
 

 ⑵ 特別給（期末・勤勉手当） 

   昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の特別給の支給実績（支給割合）と

職員の年間の期末・勤勉手当の支給月数を比較 

民間の年間支給割合(Ａ) 職員の年間支給月数(Ｂ) 差（Ａ）－（Ｂ） 

4.48 月 4.40 月 0.08 月 
  

３ 本年の給与の改定等 

 ⑴ 月例給 

  ア 給料表 

    国家公務員の俸給表の改定に関する人事院勧告に準じた上で、なお残る較差を解

消するため、各号給の額に一定の率（0.30％）を乗じた給料表に改定 
 

  イ 初任給調整手当 

    医師に対する手当について、人事院勧告に準じて所要の改正 

 

〈給与勧告のポイント〉 
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 ⑵ 期末・勤勉手当 

   年間支給月数の引上げ 4.40 月分 → 4.50 月分（＋0.10 月分） 

   引上げ分は、人事院勧告に準じて期末手当及び勤勉手当に均等に配分 
 

  （一般の職員の場合の支給月数） 

 ６月期 12 月期 

令和５年度   期末手当 

        勤勉手当 

1.20 月（支給済み） 

1.00 月（支給済み） 

1.25 月（現行 1.20 月） 

1.05 月（現行 1.00 月） 

令和６年度以降 期末手当 

          勤勉手当 

1.225 月 

1.025 月 

1.225 月 

1.025 月 
  

⑶ 実施時期 

   月例給       令和５年４月１日 

   期末・勤勉手当   令和５年 12 月１日 
 

 ⑷ その他（報告） 

   社会と公務の変化に応じた給与制度の整備については、国や他の都道府県の動向に

留意した上で、本県の実態を踏まえつつ所要の検討が必要 
 

  【参考】勧告による本年の職員給与の改定例（行政職） 

   ○平均給与月額 

現 行 改定後 改定額 改定額の内訳 

350,222 円 354,127 円 3,905 円 

（1.12％） 

給料    3,894 円（1.11％） 

はね返り分   11 円（0.00％） 

   （注）１ 本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。 

      ２ 「はね返り分」とは、給料等の一定割合で手当額が定められている地域手当のよう

に、給料等の改定に伴い手当額が増減する分をいう。 

       ３ 改定率は、各項目ごとに小数点以下第３位を四捨五入しているため、全体と内訳の計

が一致しない場合がある。 
 

   ○平均年間給与（平均年齢 40.8 歳） 

現  行 改 定 後 改 定 額 

5,648,000 円 5,753,000 円 105,000 円（1.9％） 
  

４ 公務運営の改善に関する課題 

  職員の人材確保が一層厳しさを増す中、将来にわたって質の高い行政サービスを提供す 

るためには、採用試験の在り方等を検討し、多様で有為な人材を確保するとともに、様々 

な研修等を通じて計画的かつ効果的な育成を行うことが必要 

職員のライフスタイルや働き方に対する価値観が多様化している中、全ての職員が仕事 

と家庭生活を両立し、その能力や経験を十分に発揮できるよう、長時間労働の是正や業務

の改善・効率化、ワーク・ライフ・バランスなどの働き方改革の取組を推進していくこと

が極めて重要 
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  公務運営の改善に関する課題について、解決に向けた取組を進めるとともに、中・長

期的な視点を踏まえ、時代にかなった人事施策の策定・推進に取り組むことが肝要 
⑴ 人材の確保・育成 

  ア 多様で有為な人材の確保 

    本県職員採用試験の受験者数が減少傾向にある中、各試験制度の検証等を行うと

ともに、特に人材確保が難しくなっている技術系職種等では、多様な人材が受験しや

すいよう採用試験の在り方を検討 

    障がい者雇用については、これまでの取組を検証し適宜見直しを行っていくこと

が重要であり、障がいのある職員が意欲を持って働くことのできる職場環境の整備

を進めることが必要 
  イ 政策県庁を担う人材の育成 

    職員が意欲を持って職務に従事し、高い成果を挙げられるよう、職員の能力開発や

専門性の向上を図って行くことが必要 

民間企業等社会人経験のある職員や 60歳超職員などの多様な立場の職員がやりが

いを持って働くために、ライフステージの変化を見据えたキャリア形成の支援が重

要 
個々の職員の成長を組織パフォーマンスの向上につなげていくために、職員が自

律的・主体的かつ継続的な学び・学び直し（リスキリング）を行っていくことができ

る環境を作っていくことも必要 
ウ 女性職員の活躍推進 

    女性職員が働きがいを持って活躍できる環境整備に努めるとともに、あらゆる分

野でその能力を十分に発揮できるよう、キャリア形成の支援と計画的な人材育成を

更に積極的に行うことが必要 
  エ 定年の引上げによる高齢層職員の能力及び経験の活用等 

    全ての職員の理解のもと、高齢層職員のモチベーションを維持しつつ、働きがいを

実感でき、その能力及び経験を活かすことができる職場の環境づくりに努めること

が必要  
⑵ 能力・実績に基づく人事管理の推進 

人事評価制度を有効に活用するためには、客観性、公平性、透明性及び納得性を確保

することが重要であり、引き続き評価者研修の充実などに取り組んでいくことが必要 
若手・女性職員の割合の増加や定年引上げに伴う職員構成の変化等による影響が考

えられる中、職員の士気を高め、組織活力を維持していくためには、人事評価制度の運

用状況に留意し、よりよい制度となるよう見直しを行うことが必要  
⑶ 働き方改革と勤務環境の整備 

ア 多様で柔軟な働き方の推進 

多様で柔軟な働き方について、時差通勤制度やサテライト・オフィス等の現行制度

の利活用状況や職員のニーズを踏まえ、国や他の都道府県等の動向に留意しながら、

引き続き検討していくことが必要 
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イ 長時間労働の是正 
    業務量削減や事務事業の見直しに加え、行政のデジタル化等による業務の効率化

に取り組んだ上で、業務量に応じた適正な職員配置や、労働時間の長さよりも業績や

業務の改善・効率化を重視する職場環境の実現に向け、強い姿勢を持って取り組むこ

とが重要 
年次有給休暇を取得しやすい環境をより一層整備し、引き続き計画的・連続的使用

の促進に努めることが必要 
ウ 学校現場における教職員の負担軽減 

    教員採用選考試験の受験者数が減少し、教員の確保は厳しい状況にあることから、

学校における働き方改革を推進していくことは極めて重要 
学校における働き方改革を後押しするために、管理職のマネジメント能力を高め

る研修の充実はもとより、在校等時間の長時間化を防ぐため、校長等とともに業務の

精選と効率化を徹底し、業務分担の見直しや適正化等を引き続き行うことが必要 
    市町村教育委員会や関係機関等と連携・協力しながら、教職員の負担軽減を図って

いくことが必要 
  エ 仕事と家庭の両立支援 
    男女を問わず育児・介護等の事情を抱えた職員が意欲を持って職務に従事できる

よう、全ての職場において仕事と育児・介護の両立を尊重する環境づくりを進め、両

立支援策が職員にとって利用しやすく効果的に活用されるために、職員全員の意識

啓発を図りながら、職場全体で支援する勤務環境づくりに努めることが必要  
⑷ 職員の健康管理 

   高齢層職員や女性職員の割合が増加していく中で、様々な事情を有する職員がいる

ことも念頭に置きつつ、これまで以上に健康管理施策を推進していくことが必要 
   メンタルヘルス対策は喫緊の課題であり、心の問題が生じる要因の調査・分析を行い、

重層的に予防・早期発見・早期対応ができる環境を整えていくことが必要 
   職員の勤務実態を把握し、長時間勤務を行った者に対して産業医による面談や業務

の見直しなど適切な措置を講じることが重要  
⑸ ハラスメントの防止 

   ハラスメントが職員の人権に関わる許されない行為であることを認識した上で、引

き続き、発生の予防、迅速で適切な措置、再発防止のための取組等を進めることが重要  
⑹ 会計年度任用職員の勤務条件等 

   会計年度任用職員が十分に能力を発揮できるよう、引き続き、国や他の地方公共団体

との権衡に留意しながら、適正な任用・勤務条件等を確保することが重要 
⑺ 公務員倫理の保持 

   職員は、県民全体の奉仕者として、県職員としての誇りと高い倫理観・使命感を保

持するとともに、公務の公正かつ公平な執行に努め、県民の信頼と期待に応えていく

ことが肝要 
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最近の給与勧告と実施状況 

 

 

年 

勧      告 実   施 

勧告日 

 

公民較差額 

（較差率） 

給与改定額 

（改定率） 

実施時期 

 

内 容 

 

実施時期 

 

 

H20 

 

10.9 

 

182 円 

    (0.05％) 

  

－   

 

－ 

 

勧告どおり 

 

 

勧告どおり 

 教育職給料表の級の新設 H21.4.1 

 

 

H21 

 

 

 

10.5 

 

△808 円   

   (△0.21％) 

△712 円    

 (△0.18％) 

 

 

H21.12.1 

 

 

勧告どおり 

 

 

勧告どおり 給料表の引下げ 

期末・勤勉手当の引下げ（0.35 月） 

 

 

H22 

 

 

 

10.5 

 

△582 円  

   (△0.15％) 

△617 円    

   (△0.16％) 

 

 

H22.12.1 

 

 

勧告どおり 

 

 

勧告どおり 給料表の引下げ 

自宅に係る住居手当の引下げ 

期末・勤勉手当の引下げ（0.20 月） 

    

H23 

 

11.2 

△158 円   

   (△0.04％) 

△1,057 円  

   (△0.28％) 

 

H24.3.1 

 

勧告どおり 

 

 勧告どおり 

給料表の引下げ 

    

H24 

 

10.2 

201 円 

   (0.05％) 

  

－ 

 

H25.1.1 

 

  

勧告どおり 

 

H26.1.1 

（国準拠） 高齢層職員の昇給制度の見直し 

H25 10.2 △156 円  

 （△0.04％） 

    － － － － 

 

 

H26 

 

 

10.9 

999 円 

    （0.27％） 

936 円 

    （0.26％） 

 

 

H26.4.1 

 

 

勧告どおり 

 

 

勧告どおり 給料表の引上げ 

期末・勤勉手当の引上げ（0.15 月） H26.12.1 

国家公務員の給与制度の総合的見 

直しに準じた給与改定 

H27.4.1 

 

  H27
 

 

 

  10.7
 

 

 1,959 円 

（0.53%) 

 472 円 

（0.13%) 

 

H27.4.1 

 

勧告どおり 

 

勧告どおり 

給料表の引上げ 

期末・勤勉手当の引上げ（0.1 月） H27.12.1 

 

H28 

 

 

 

10.6 

 

 

692 円 

    (0.19％) 

521 円 

     (0.15％) 

 

H28.4.1 

 

勧告どおり 

 

勧告どおり 

給料表の引上げ 

期末・勤勉手当の引上げ（0.1 月）   H28.12.1  

配偶者等に係る扶養手当の改定 H29.4.1 

 

 

H29 

 

 

10.6 

855 円 

   (0.24％) 

850 円 

    (0.24％) 

 

 

H29.4.1 

 

 

勧告どおり 

 

 

 

勧告どおり 

 

給料表の引上げ 

期末・勤勉手当の引上げ（0.1 月）   H29.12.1  

扶養手当の経過措置額の改定 H29.4.1 
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年 

勧      告 実   施 

勧告日 公民較差額 

（較差率） 

給与改定額 

（改定率） 

実施時期 内 容 実施時期 

 

H30 

 

 

 

 

10.5 

 

 

 

 

933 円   

    (0.26％) 

917 円 

     (0.26％) 

 

H30.4.1 

 

 

勧告どおり 

 

 

勧告どおり 

 給料表の引上げ 

期末・勤勉手当の引上げ（0.05 月）   H30.12.1  

扶養手当の経過措置額の改定 

宿日直手当の支給限度額の改定 

H30.4.1 

 

 

R1 

 

10.4 

 

 

641 円 

    (0.18％) 

635 円 

     (0.18％) 

 

H31.4.1 

 

 

勧告どおり 

 

 

 

勧告どおり 

 

 

給料表の引上げ 

期末・勤勉手当の引上げ（0.05 月） R1.12.1 

扶養手当の経過措置額の改定 H31.4.1 

 

R2 

 

10.28 

11.13 

42 円 

    (0.01％) 

－ －  

勧告どおり 

 

勧告どおり 

期末・勤勉手当の引下げ（0.05 月） R2.12.1 

 

R3 

 

 

10.4 

78 円 

    (0.02％) 

－ －  

勧告どおり 

 

R4.4.1 

(国準拠※1) 
期末・勤勉手当の引下げ（0.15 月） R3.12.1 

 

R4 

 

10.3 

1,364 円 

(0.39％) 

1,359 円 

(0.39％) 

 

R4.4.1 

 

勧告どおり 

 

勧告どおり 

給料表の引上げ 

期末・勤勉手当の引上げ（0.10 月） R4.12.1 

  3,914 円 

(1.12％) 

3,905 円 

(1.12％) 

 

R5.4.1 

  

R5 10.3 勧告どおり 勧告どおり 

  給料表の引上げ   

  期末・勤勉手当の引上げ（0.10 月） R5.12.1   

 ※1：令和３年度の期末手当の引下げ分（0.15 月）は令和４年６月期に減額調整（国準拠）  
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 Ⅲ 職員の勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

      職員は、給与、勤務時間、その他の勤務条件に関し、人事委員会に対して、地方公共団

体の当局により適当な措置が執られるべきことを要求することができる（地方公務員法第

46 条）。 

      これは、地方公務員法によって労働協約や争議行為等の手段で自己の勤務条件の改善を

図る途が制限されている職員について、適正な勤務条件を確保し、その利益を保護しよう

とする制度の一つである。 

      令和５年度に当委員会が受理した事案は２件である。 

 

  区 分 

 

令和４年度末 

未処理件数 

令和５年度 

措置要求件数 

令和５年度処理件数 令和５年度末未

処理件数 取下げ 却下 判定 

 知事部局        0       0   0   0   0        0 

 教育委員会        0        1    1    0    0        0 

 県警本部        1        0    0    0    1        0 

 その他の任

命権者部局 

       0        0    0 0    0        0 

   計        1       1   1   0   1        0 

 

 

 

 Ⅳ 職員に対する不利益処分に関する審査請求の状況 

 

      職員は、任命権者によって懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けたときは、人

事委員会に対してのみ審査請求をすることができる（地方公務員法第 49 条の２）。 

   人事委員会は、審査請求を受理したときは、その事案について審査を行い、その処分を

承認し、修正し、又は取り消し、及び必要がある場合においては、任命権者にその職員が

その処分によって受けた不当な取扱いを是正するための指示をしなければならないことと

されている（地方公務員法第 50 条）。 

      令和５年度に当委員会が受理した事案は１件である。 

 

 

  区 分 

令和４年度末

未処理件数 

令和５年度 

審査請求件数 

令和５年度処理件数 令和５年度末未

処理件数 取下げ 却下 判定 

 知事部局         82       0   0      0    0         82 

 教育委員会     25,354        1    0     40    0     25,315 

 県警本部          0        0    0      0    0          0 

 その他の任 

 命権者部局 

         0       0    0      0    0          0 

   計     25,436        1   0     40    0     25,397 

     （注） 件数は、審査請求をした職員１人をもって１件として数えている。 
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【 お問い合わせ先 】 

 

 大分県 総務部 人事課 人事制度班 

  〒870-8501 大分市大手町３丁目１番１号 

    電 話：097(506)2312 (ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ) 

    E-mail：a11200@pref.oita.lg.jp 

 

 大分県人事委員会事務局 公務員課 試験・審査班 

  〒870-0022 大分市大手町２丁目３番１２号 

    電 話：097(506)5211 (ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ) 

    E-mail：a22000@pref.oita.lg.jp 


